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申請書様式の電子データは愛知県WEBサイトから
ダウンロードできます。
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/imu/0000069453.html
愛知県　医療法人に関する手続で検索
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［様式1］

医療法人　　設立認可申請書

令和　　年　　月　　日

愛知県知事殿

医療法人　　設立代表者

（住所）

（氏名）
（電話）

下記のとおり医療法人を設立したいので、医療法第44条及び同法施行規則第31条の規定に従い、関係書類を添えて認可を申請します。

（なお、当法人は診療所を1か所のみ開設するため、理事は2人としたいので併せて認可を申請します。）
記

１．名　称

２．事務所の所在地

（電話）

３．開設する診療所の名称及び開設場所

記 載 例
［様式1］

医療法人○○設立認可申請書

令和　　年　　月　　日

愛知県知事殿

医療法人○○会設立代表者

（住所）愛知県○○市○○丁目△△番地
（氏名）愛知　太郎
（電話）


下記のとおり医療法人を設立したいので、医療法第44条及び同法施行規則第31条の規定に従い、関係書類を添えて認可を申請します。

なお、当法人は診療所を1カ所のみ開設するため、理事は2人としたいので併せて認可を申請します。

記

１．名　称

医療法人○○会
２．事務所の所在地

愛知県○○市○○丁目○○番地

（電話）○○○（☓☓☓）△△△△


３．開設する診療所の名称及び開設場所

○○診療所

愛知県○○市○○丁目○○番地



［様式2］
	社団医療法人の定款例（基金拠出型）
	備 考

	医療法人○○会定款
第１章  名称及び事務所
（名称）
第１条  本社団は、医療法人○○会と称する。
（事務所）
第２条  本社団は、事務所を愛知県○○市○丁目○番○号に置く。
第２章  目的及び事業
（目的）
第３条  本社団は、診療所を経営し、科学的でかつ適正な医療を普及することを目的とする。
（診療所の名称及び開設場所）
第４条  本社団の開設する診療所の名称及び開設場所は、次のとおりとする。
○○診療所
愛知県○○市○○町○丁目○番○号
第３章  基  金
（募集）
第５条  本社団は、その財政的基盤の維持を図るため、基金を引き受ける者の募集をすることができる。
（返還義務）
第６条  本社団は、基金の拠出者に対して、本社団と基金の拠出者との間の合意の定めるところに従い返還義務（金銭以外の財産については、拠出時の当該財産の価額に相当する金銭の返還義務）を負う。
（返還手続き）
第７条  基金の返還は、定時社員総会の決議によって行わなければならない。
２  本社団は、ある会計年度に係る貸借対照表上の純資産額が次に掲げる金額の合計額を超える場合においては、当該会計年度の次の会計年度の決算の決定に関する定時社員総会の日の前日までの間に限り、当該超過額を返還の総額の限度として基金の返還をすることができる。
(1)  基金（代替基金を含む。）
(2)  資産につき時価を基準として評価を行ったことにより増加した貸借対照表上の純資産額
３  前項の規定に違反して本社団が基金の返還を行った場合には、当該返還を受けた者及び当該返還に関する職務を行った業務執行者は、本社団に対し、連帯して、返還された額を弁済する責任を負う。
４  前項の規定にかかわらず、業務執行者は、その職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明したときは、同項の責任を負わない。
５  第３項の業務執行者の責任は、免除することができない。ただし、第２項の超過額を限度として当該責任を免除することについて総社員の同意がある場合は、この限りでない。
６  第２項の規定に違反して基金の返還がされた場合においては、本社団の債権者は、当該返還を受けた者に対し、当該返還の額を本社団に対して返還することを請求することができる。
（返還に係る債権）
第８条  基金の返還に係る債権には、利息を付することができない。
（代替基金）
第９条  基金の返還をする場合には、返還をする基金に相当する金額を代替基金として計上しなければならない。
２  前項の代替基金は、取り崩すことができない。
第４章  資産及び会計
（資産の構成）
第10条  本社団の資産は次のとおりとする。
(1)  設立当時の財産
(2)  設立後寄附された金品
(3)  事業に伴う収入
(4)  その他の収入
２  本社団の設立当時の財産目録は、主たる事務所において備え置くものとする。
（基本財産）

第11条　本社団の資産のうち、次に掲げる財産を基本財産とする。

(1)  設立時拠出された土地
(2)  設立時拠出された建物
(3)  設立時賃借している土地の保証金

２   基本財産は処分し、又は担保に供してはならない。ただし、特別の理由のある場合には、理事会及び社員総会の議決を経て、処分し、又は担保に供することができる。
（資産の管理）
第12条  本社団の資産は、社員総会又は理事会で定めた方法によって、理事長が管理する。
第13条  資産のうち現金は、医業経営の実施のため確実な銀行又は信託会社に預け入れ若しくは信託し、又は国公債若しくは確実な有価証券に換え保管する。
（予算の議決）
第14条  本社団の収支予算は、毎会計年度開始前に理事会及び社員総会の議決を経て定める。
（会計年度）
第15条  本社団の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。
（決算の承認）
第16条 本社団の決算については、事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書、関係事業者との取引の状況に関する報告書その他厚生労働省令で定める書類（以下「事業報告書等」という。）を作成し、監事の監査、理事会の承認及び社員総会の承認を受けなければならない。
２  本社団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び本社団の定款を事務所に備えて置き、社員又は債権者から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。
３  本社団は、毎会計年度終了後３月以内に、事業報告書等及び監事の監査報告書を愛知県知事に届け出なければならない。
（剰余金の処分）
第17条  決算の結果、剰余金を生じたとしても、配当してはならない。
第５章  社  員
（社員資格の取得）
第18条  本社団の社員になろうとする者は、社員総会の承認を得なければならない。
２  本社団は、社員名簿を備え置き、社員の変更があるごとに必要な変更を加えなければならない。
（社員資格の喪失）
第19条  社員は、次に掲げる事由によりその資格を失う。
(1)  除  名
(2)  死  亡
(3)  退  社
２  社員であって、社員たる義務を履行せず本社団の定款に違反し又は品位を傷つける行為のあった者は、社員総会の議決を経て除名することができる。
（退社）
第20条  やむを得ない理由のあるときは、社員はその旨を理事長に届け出て、退社することができる。
第６章  社員総会
（会議の開催）
第21条  理事長は、定時社員総会を、毎年２回、３月及び５月に開催する。
２  理事長は、必要があると認めるときは、いつでも臨時社員総会を招集することができる。
３  理事長は、総社員の５分の１以上の社員から社員総会の目的である事項を示して臨時社員総会の招集を請求された場合には、その請求があった日から２０日以内に、これを招集しなければならない。
４  社員総会の招集は、期日の少なくとも５日前までに、その社員総会の目的である事項、日時及び場所を記載し、理事長がこれに記名した書面で社員に通知しなければならない。
（議長の選任）
第22条  社員総会の議長は、社員の中から社員総会において選任する。
（議決事項）
第23条  次の事項は、社員総会の議決を経なければならない。
(1) 定款の変更

(2) 基本財産の設定及び処分（担保提供を含む｡)

(3) 毎事業年度の事業計画の決定又は変更

(4) 収支予算及び決算の決定又は変更

(5) 重要な資産の処分

(6) 借入金額の最高限度の決定

(7) 社員の入社及び除名

(8) 本社団の解散

(9) 他の医療法人との合併若しくは分割に係る契約の締結又は分割計画の決定

２  その他重要な事項についても、社員総会の議決を経ることができる。
（議決の方法）
第24条  社員総会は、総社員の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決することができない。
２  社員総会の議事は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除き、出席した社員の議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
３  前項の場合において、議長は、社員として議決に加わることができない。
（議決権及び選挙権）
第25条  社員は、社員総会において各１個の議決権及び選挙権を有する。
（書面議決及び代理人）
第26条  社員総会においては、あらかじめ通知のあった事項のほかは議決することができない。ただし、急を要する場合はこの限りではない。
２  社員総会に出席することのできない社員は、あらかじめ通知のあった事項についてのみ書面又は代理人をもって議決権及び選挙権を行使することができる。ただし、代理人は社員でなければならない。
３  代理人は、代理権を証する書面を議長に提出しなければならない。
（議決権のない場合）
第27条  社員総会の議決事項につき特別の利害関係を有する社員は、当該事項につきその議決権を行使できない。
（議事録）
第28条  社員総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。
２  議事録には出席社員の中から、その会議において選出された議事録署名人2人以上が議長とともに署名し、又は記名押印する。
（細則）
第29条  社員総会の議事についての細則は、社員総会で定める。
第７章  役  員
（役員の種類及び定数）
第30条  本社団に次の役員を置く。
(1)  理  事  ○名以上○名以内
    うち  理事長  １名
(2)  監  事  １名
（役員の選任）
第31条  理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。
２  理事長は、理事会において、理事の中から選出する。
３  本社団が開設する診療所の管理者は、必ず理事に加えなければならない。
４  前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。
５  理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超える者が欠けたときは、１月以内に補充しなければならない。
（役員の職務及び権限）
第32条  理事長は本社団を代表し、本社団の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。
２  理事長は、本社団の業務を執行し、
（例１）３箇月に１回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。
（例２）毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。
３  理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ定めた順位に従い、理事がその職務を行う。
４  監事は、次の職務を行う。
(1)  本社団の業務を監査すること。
(2)  本社団の財産の状況を監査すること。
(3)  本社団の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後３月以内に社員総会及び理事会に提出すること。
(4)  第１号又は第２号による監査の結果、本社団の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくはこの定款に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを愛知県知事、社員総会又は理事会に報告すること。
(5)  第４号の報告をするために必要があるときは、社員総会を招集すること。
(6)  理事が社員総会に提出しようとする議案、書類、その他の資料を調査し、法令若しくはこの定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を社員総会に報告すること。
５  監事は、本社団の理事又は職員（本社団の開設する診療所の管理者その他の職員を含む。）を兼ねてはならない。
（役員の任期）
第33条  役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
２  補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。
３  役員は、第30条に定める員数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお役員としての権利義務を有する。
（役員の解任）
第34条  役員は、社員総会の決議によって解任することができる。ただし、監事の解任の決議は、出席した社員の議決権の３分の２以上の賛成がなければ、決議することができない。
（役員の報酬等）
第35条  役員の報酬等は、
（例１）社員総会の決議によって別に定めるところにより支給する。
（例２）理事及び監事について、それぞれの総額が、○○円以下及び○○円以下で支給する。
（例３）理事長○円、理事○円、監事○円とする。
（競業及び利益相反取引の制限）
第36条  理事は、次に掲げる取引をしようとする場合には、理事会において、その取引について重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。
(1)  自己又は第三者のためにする本社団の事業の部類に属する取引
(2)  自己又は第三者のためにする本社団との取引
(3)  本社団がその理事の債務を保証することその他その理事以外の者との間における本社団とその理事との利益が相反する取引
２  前項の取引をした理事は、その取引後、遅滞なく、その取引についての重要な事実を理事会に報告しなければならない。
（責任の一部免除又は限定）
第37条  本社団は、役員が任務を怠ったことによる損害賠償責任を、法令に規定する額を限度として、理事会の決議により免除することができる。

２　本社団は、役員との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任について、当該役員が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに、損害賠償責任の限定契約を締結することができる。ただし、その責任の限度額は、○円以上で本社団があらかじめ定めた額と法令で定める最低責任限度額とのいずれか高い額とする。

第８章  理事会
（構成）
第38条  理事会は、すべての理事をもって構成する。
（職務）
第39条  理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。
(1)  本社団の業務執行の決定
(2)  理事の職務の執行の監督
(3)  理事長の選出及び解職
(4)  重要な資産の処分及び譲受けの決定
(5)  多額の借財の決定
(6)  重要な役割を担う職員の選任及び解任の決定
(7)  従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止の決定
（招集）
第40条  理事会は、
（例１）各理事が招集する。
（例２）理事長（又は理事会で定める理事）が招集する。この場合、理事長（又は理事会で定める理事）が欠けたとき又は理事長（又は理事会で定める理事）に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。
２  理事長（又は理事会で定める理事、又は各理事）は、必要があると認めるときは、いつでも理事会を招集することができる。
３  理事会の招集は、期日の１週間前までに、各理事及び各監事に対して理事会を招集する旨の通知を発しなければならない。
４  前項にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催できる。
（議長）
第41条  理事会の議長は、理事長とする。
（理事会の決議）
第42条  理事会の決議は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除き、議決事項について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。
２  前項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提案について特別の利害関係を有する理事を除く理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、理事会の決議があったものとみなす。ただし、監事がその提案について異議を述べたときはこの限りでない。
（議事録）
第43条  理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。
２  理事会に出席した理事及び監事は、前項の議事録に署名し、又は記名押印する。
（細則）
第44条  理事会の議事についての細則は、理事会で定める。
第９章  定款の変更
（定款の変更）
第45条  この定款は、社員総会の議決を経、かつ、愛知県知事の認可を受けなければ変更することができない。
第10章  解散、合併及び分割
（解散）
第46条  本社団は、医療法第55条の規定によるほか、次の事由により解散する。

（1） ○○診療所を廃止したとき。

（2） ○○診療所を休止し、その期間が1年以上に及ぶとき。

２　前項第1号及び第2号の事由については、あらかじめ具体的な計画を示して愛知県知事に猶予期間を求めることができる。
３  本社団は、総社員の4分の3以上の賛成がなければ、医療法第55条第1項第3号の社員総会の決議をすることができない。
（清算人）
第47条  本社団が解散したときは、合併及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその清算人となる。ただし、社員総会の議決によって理事以外の者を選任することができる。
２  清算人は、社員の欠亡による事由によって本社団が解散した場合には、愛知県知事にその旨を届け出なければならない。
３  清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当該職務を行うために必要な一切の行為をすることができる。
(1)  現務の結了
(2)  債権の取立て及び債務の弁済
(3)  残余財産の引渡し
（残余財産）
第48条  本社団が解散した場合の残余財産は、合併及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、次の者から選定して帰属させるものとする。
(1)  国
(2)  地方公共団体
(3)  医療法第31条に定める公的医療機関の開設者
(4)  都道府県医師会又は郡市区医師会（一般社団法人又は一般財団法人に限る。）
(5)  財団たる医療法人又は社団たる医療法人であって持分の定めのないもの
（合併）
第49条　本社団は、総社員の同意があるときは、愛知県知事の認可を得て、他の社団たる医療法人又は財団たる医療法人と合併することができる。
（分割）
第50条  本社団は、総社員の同意があるときは、愛知県知事の認可を得て、分割することができる。
第11章  雑  則
（公告の方法）
第51条  本社団の公告は、
（例１）官報に掲載する方法
（例２）○○新聞に掲載する方法

（例３）電子公告（ホームページ）

によって行う。
（例３の場合）
２  事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、官報（又は○○新聞）に掲載する方法によって行う。
（施行細則）
第52条  この定款の施行細則は、理事会及び社員総会の議決を経て定める。
附  則
第１条  本社団設立当初の役員は、次のとおりとする。
        理事長  ○ ○ ○ ○
        理  事  △ △ △ △
          同    △ △ ○ ○
        監  事  □ □ □ □
第２条  本社団の最初の会計年度は、第15条の規定にかかわらず、設立の日から最初に到来する○月○日までとする。
第３条  本社団設立当初の役員の任期は、第33条第１項の規定にかかわらず、令和○年○月○日までとする。
	・複数の事務所を有する場合は、すべてこれを記載し、かつ、主たる事務所を定める。

・住所は番地まで記載する。また、ビル等へテナントの形で入居し、そこを事務所とする場合は、ビル名及び階数まで記載する。
・病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院のうち、開設する施設を掲げる。（以下、第４条、第31条第３項及び第32条第５項において同じ。）

・ビルにテナントの形で入居する場合は、ビル名及び階数も記載すること。

・病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する場合は、

本社団は、病院（介護老人保健施設又は介護医療院）を経営し、科学的でかつ適正な医療（及び要介護者に対する看護、医学的管理下の介護及び必要な医療等）を普及することを目的とする。

・介護老人保健施設又は介護医療院のみを開設する場合は、

「本社団は、介護老人保健施設（又は介護医療院）を経営し、要介護者に対する看護、医学的管理下の介護及び必要な医療等を普及することを目的とする。」とする。介護老人保健施設又は介護医療院を開設しない場合は、「（及び～医療等）」を削除する。

・医療法（昭和23 年法律第205 号。以下「法」という。）第42 条各号の規定に基づいて行う附帯業務を掲げ場合は、業務を掲げる。行わない場合には、掲げる必要はない。
第５条  本社団は、前条に掲げる診療所を経営するほか、次の業務を行う。

　○○訪問看護ステーション

　　愛知県○○市○○町○丁目○番○号

（以下１条ずつ繰り下げる）
・第３章は、基金制度を採用する場合に掲げる。採用しない場合は、掲げる必要はない。
・取り崩すことができない科目をすべて掲げる。
・不動産、運営基金等重要な資産は、基本財産とすることが望ましい。

・(1)から(3)の他、必要に応じ具体的に記載すること。
・任意に１年間を定めても差し支えない。（法第53 条参照）
・２以上の都道府県の区域において病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人については、主たる事務所の所在地の都道府県知事に届け出るものとする。
　
・退社について社員総会の承認の議決を要することとしても差し支えない。
・定時社員総会は、収支予算の決定と決算の決定のため年２回以上開催する。
・５分の１を下回る割合を定めることもできる。
・招集の通知は、定款で定めた方法により行う。書面のほか電子的方法によることも可。
・原則として、理事は３名以上置かなければならない。
・理事の職への再任を妨げるものではない
・この報告は、現実に開催された理事会において行わなければならず、報告を省略することはできない。
・３分の２を上回る割合を定めることもできる。
・役員の報酬等について、定款にその額を定めていないときは、社員総会の決議によって定める必要がある。

・定款又は社員総会の決議において理事の報酬等の「総額」を定める場合、各理事の報酬等の額はその額の範囲内で理事会の決議によって定めることも差し支えない。ただし、監事が２人以上あるときに監事の報酬等の「総額」を定める場合は、各監事の報酬等は、その額の範囲内で監事の協議によって定める。また、「総額」を上回らなければ、再度、社員総会で決議することは必ずしも必要ではない。
・本条を規定するか否かは任意。
・原則、各理事が理事会を招集するが、理事会を招集する理事を定款又は理事会で定めることができる。
・１週間を下回る期間を定めることもできる。
・過半数を上回る割合を定めることもできる。
・本項を規定するか否かは任意。
・署名し、又は記名押印する者を、理事会に出席した理事長及び監事とすることも可。
・法第44 条第４項参照

・設立の日から１年以内の日付を設定すること

・設立の日から２年以内の日付を設定すること




［様式3］

設立当初において医療法人に所属すべき財産の財産目録

（令和   年   月   日現在）

	１.
	資　産　額
	円

	２.
	負　債　額
	円

	３.
	純資産額
	円


（内　訳）

	科　　　　　　目
	金　　　額（単位：円）

	Ａ．流　動　資　産
	
	

	現金・預金
	
	

	医業未収金
	
	

	医薬品
	
	

	貯蔵品(医薬品以外の消耗品、医療材料等)
	
	

	その他の流動資産
	
	

	Ｂ．固　定　資　産
	
	

	１　有形固定資産
	
	

	土　　　地
	
	

	建　　　物
	
	

	医療用器械備品
	
	

	車輌船舶
	
	

	その他の有形固定資産
	
	

	２　無形固定資産
	
	

	借地権
	
	

	その他の無形固定資産
	
	

	３　その他の資産
	
	

	保証金(土地・建物)
	
	

	Ｃ．資　産　合　計
	（Ａ＋Ｂ）
	

	Ｄ．負　債　合　計
	
	

	Ｅ．純　　資　　産
	（Ｃ－Ｄ）
	

	自 己 資 本 比 率
	（Ｅ／Ｃ）
	


［様式3］


設立当初において医療法人に所属すべき財産の財産目録

（令和   年   月   日現在）

	１.
	資　産　額
	円

	２.
	負　債　額
	円

	３.
	純資産額
	円


（内　訳）

	科　　　　　　目
	金　　　額（単位：円）

	Ａ．流　動　資　産
	
	55,760,824

	現金・預金
	
	37,075,821

	医業未収金
	
	17,877,862

	医薬品
	
	587,977

	貯蔵品(医薬品以外の消耗品、医療材料等)
	
	219,164

	Ｂ．固　定　資　産
	
	35,367,242

	１　有形固定資産
	
	34,257,434

	医療用器械備品
	
	29,464,053

	車輌船舶
	
	124,668

	その他の有形固定資産
	
	4,668,713

	２　無形固定資産
	
	1,500

	電話加入権
	
	1,500

	３　その他の資産
	
	1,108,308

	保証金(土地・建物)
	
	1,108,308

	Ｃ．資　産　合　計
	（Ａ＋Ｂ）
	91,128,066

	Ｄ．負　債　合　計
	
	20,106,831

	Ｅ．純　　資　　産
	（Ｃ－Ｄ）
	71,021,235

	自 己 資 本 比 率
	（Ｅ／Ｃ）
	77.9％




［様式4］

設立財産目録の明細書

Ａ　流　動　資　産

現金・預金

	預　金　先
	種　　類
	口　数
	金　　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	口
	円

	


医業未収金

	品　　　名
	月　　分
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円


	


医薬品

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円


	


貯蔵品

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円


	


Ｂ　固　定　資　産

１　有形固定資産

土　　地

	所　　　在　　　地
	数　　量
	金　　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	㎡
	円


	


建　　物

	所　　　在　　　地
	数　　量
	金　　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	㎡
	円


	


医療用器械備品

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円


	


車輌船舶

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円


	


その他の有形固定資産

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円


	


２　無形固定資産

	品　　　名
	規格数量等
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	円

	


３　その他の資産

保証金

	差　入　先
	所在地
	内　容
	金　　額
	拠出(寄附)者氏名

	
	
	㎡
	円


	



［様式4］

設立財産目録の明細書
Ａ　流　動　資　産

現金・預金

	預　金　先
	種　　類
	口　数
	金　　額
	拠出(寄附)者氏名

	○○銀行○○支店
△△信用金庫
	普通預金
定期預金
	1口
1口
	18,315,329円
18,760,492円
	愛知　太郎
愛知　太郎


医業未収金

	品　　　名
	月　　分
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	社会保険診療報酬
社会保険診療報酬
国民健康保険診療報酬
国民健康保険診療報酬
	○月分
△月分
○月分
△月分
	3,137,161円
3,277,477円
5,487,345円

5,975,879円
	愛知　太郎
愛知　太郎
愛知　太郎

愛知　太郎


医薬品
	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	別紙のとおり
	30
	587,977円
	愛知　太郎


　※　品数及び規格数量が多い場合、品名は「別紙のとおり」、規格数量及び評価額は合計のみ記載し、
内訳書を添付しても差し支えない。

貯蔵品
	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	別紙のとおり
	20
	219,164円
	愛知　太郎


　※　品数及び規格数量が多い場合、品名は「別紙のとおり」、規格数量及び評価額は合計のみ記載し、
内訳書を添付しても差し支えない。

Ｂ　固　定　資　産

１　有形固定資産

医療用器械備品

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	別紙のとおり
	20
	29,464,053円
	愛知　太郎


　※　ここで計上するのは、「医療用器械備品」であり、医療に使用する器械備品のみを記載すること。

　※　品数及び規格数量が多い場合、品名は「別紙のとおり」、規格数量及び評価額は合計のみ記載し、
内訳書を添付しても差し支えない。
車輌船舶

	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	(車輌船舶の品名)
	1台
	124,668円
	愛知　太郎


その他の有形固定資産
	品　　　名
	規格数量
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	別紙のとおり
	5
	4,668,713円
	愛知　太郎


※　ここでは、「医療用器械備品」以外の有形固定資産を記載すること。

　※　品数及び規格数量が多い場合、品名は「別紙のとおり」、規格数量及び評価額は合計のみ記載し、
内訳書を添付しても差し支えない。

２　無形固定資産
　電話加入権

	局　　番
	番号
	評　価　額
	拠出(寄附)者氏名

	052
	×××－○○○○
	1,500円
	愛知　太郎


３　その他の資産

保証金

	差　入　先
	所在地
	内　容
	金　　額
	拠出(寄附)者氏名

	土地建物賃貸借保証金
(差入先の住所)

　愛知県○○市○○町･･･

(差入先の名称･氏名)

　○○　○○


	(賃貸借物件の所在地)
　愛知県○○市○○町･･･

	土　地
374.13㎡
建　物
209.16㎡


	 1,108,308円

	愛知　太郎



社団である医療法人を設立する際の現物拠出について、その価額の総額が５百万円以上の場合は、現物拠出財産の価額が相当であることについて、弁護士、弁護士法人、公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人の証明（現物拠出財産が不動産である場合にあっては、当該証明及び不動産鑑定士の鑑定評価。）が必要。
現物拠出の価額が相当である旨の証明書

　　拠出者の住所　愛知県○○市○○丁目△△番地
　　　　　　氏名　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　医薬品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　医療用器械備品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　車両船舶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　その他の有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　円
　電話加入権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　保証金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　令和○年○月○日（基準日）における、上記の現物拠出の目的たる財産の価額が相当であることを証明します。


[image: image1]
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　住所　愛知県○○市○○丁目○○番地
　　　　　　　氏名　○○税理士法人
　　　　　　　登録番号　△△会　第×××号


［様式5］

設 立 時 の 負 債 内 訳 書

（借入れに係るもの）

	借　入　先
	借入年月日
	借入金額
	使途(拠出財産)
	返済額
	未 返 済 額
	1月当返済額
	拠出者氏名

	
	
	
	拠出財産
	そ の 他
	
	負債引継額
	そ の 他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（リース物件に係るもの）※　ファイナンス・リース契約によるものに限る。
	リース元
	リース物件
	規格数量
	リース期間
	取得価額

相 当 額
	既支払額
	負債引継額
	1　月　当

リース料
	拠出者氏名

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（支払いに係るもの）

	支　払　先
	品　　名
	買 掛 金 残 高
	負債引継額
	拠出者氏名
	備　考

	
	
	
	
	
	


※　運転資金に係る金銭拠出に要した費用については医療法人に引き継ぐことができないので注意すること。
※　負債額を証明するため、以下のものを添付すること。

（借入れに係るもの）

金銭消費貸借契約書、返済計画書等、負債残高証明及び債務引継承認願

（リース物件に係るもの(ファイナンス・リース契約によるものに限る。)で、医療法人設立後リース取引に係る会計基準による処理を行う場合。

リース契約書等の写し、負債残高証明及び債務引継承認願

（支払いに係るもの）

売買契約書、請求書等の写し、買掛金引継承認願
［様式5］

設 立 時 の 負 債 内 訳 書

（借入れに係るもの）
	借　入　先
	借入年月日
	借入金額
	使途(拠出財産)
	返済額
	未 返 済 額
	1月当返済額
	拠出者氏名

	
	
	
	拠出財産
	そ の 他
	
	負債引継額
	そ の 他
	
	

	○○銀行

○○支店
	平成○年○月○日
	110,000,000円
	医療機器
13,936,000円

その他の資産

1,561,905円
	運転資金

74,627,619円

その他

19,874,476円
	12,050,000円
	8,388,974円
	89,561,026円
	482,000円
	愛知太郎



（リース物件に係るもの）※　ファイナンス・リース契約によるものに限る。
	リース元
	リース物件
	規格数量
	リース期間
	取得価額
相 当 額
	既支払額
	負債引継額
	1　月　当

リース料
	拠出者氏名

	○○リース株式会社
	レセコン
歯科用ユニット

歯科用ユニット

歯科用ユニット

歯科用ユニット

予約システム
	１式
１式

１式

１式

１式

１式
	H○年○月○日～H△年△月△日
H○年○月○日～H△年△月△日

H○年○月○日～H△年△月△日

H○年○月○日～H△年△月△日

H○年○月○日～H△年△月△日

H○年○月○日～H△年△月△日
	5,609,520円
3,032,316円

272,160円

4,815,720円

3,810,240円

743,328円
	2,882,670円
1,263,465円

132,300円

1,433,250円

589,680円

134,212円
	2,597,000円
1,768,851円

139,860円

3,382,470円

3,220,560円

609,116円
	77,910円
36,099円

3,780円

57,330円

45,360円

10,324円
	愛知太郎
愛知太郎

愛知太郎

愛知太郎

愛知太郎

愛知太郎


※　運転資金に係る金銭拠出に要した費用については医療法人に引き継ぐことができないので注意すること。
※　負債額を証明するため、以下のものを添付すること。

（借入れに係るもの）

金銭消費貸借契約書、返済計画書等、負債残高証明及び債務引継承認願

（リース物件に係るもの(ファイナンス・リース契約によるものに限る。)で、医療法人設立後リース取引に係る会計基準による処理を行う場合。

リース契約書等の写し、負債残高証明及び債務引継承認願

（支払いに係るもの）

売買契約書、請求書等の写し、買掛金引継承認願
［様式6］

令和   年   月   日

医療法人○○○○

設立代表者　　　　　　　　殿

（基金の引受けの申込みをしようとする者）

住　　所

氏　　名
電話番号     （     ）        

基　金　引　受　申　込　書

医療法人○○○○の定款及び募集事項等の記載事項を承認の上、下記のとおり基金を引き受けたく申し込み致します。

記

１　引き受けようとする金銭の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円也

２　引き受けようとする金銭以外の財産の内容及びその価額　　　　　　　　円也

（内　　訳）

	種　　　別
	金額（円）
	内　　　　　　　　　容

	現金・預金
	
	

	土　　　　　地
	
	

	建　　　　　物
	
	

	医療用器械備品
	
	

	医　　薬　　品
	
	

	・

・

・
	
	

	保証金
	
	

	資　産　合　計
	
	

	負　　　　　債
	
	

	差引額

（基金拠出額）
	
	


≪財産目録・基金引受申込書　証明書類等≫

１　下記のＡ欄に該当する裏付けとして、Ｂ欄の書類を基金引受申込書に添付すること。

	Ａ　欄
	Ｂ　　　欄

	①　現金・預金
	預金残高証明書（基準日現在）
金融機関等の預金残高証明書であるが、名あて人は、基金の拠出者になっていること。

	②　医業未収金
	診療(調剤)報酬等支払額決定通知書、当座口振込通知書

	③　土地・建物
	登記簿謄本及び評価書

評価書は信託銀行、（不動産会社又は）不動産鑑定士が評価したものであること。

	④　有形固定資産
　　無形固定資産
	固定資産台帳兼資産償却計算表（基準日現在）
現物拠出財産の総額が500万円以上の場合は、その価額が相当である旨の、公認会計士、税理士等の証明書

	⑤　法人に債務を引き継ぐ場合
	契約書、負債残高証明書、債務引継承認書、返済計画書
　（ただし、固定資産債務の場合、基準日現在評価額が引継限度額となる。）


２　不動産を賃貸借する場合は、下記書類を添付すること。

　・不動産賃貸借契約書（写しを原本証明すること。）
　・賃借料の算出根拠資料（法人設立代表者等との契約の場合）

　　　〔固定資産税・都市計画税課税明細書等〕

　・不動産登記簿謄本（土地・建物）、公図
（注） 従来個人で契約しているものは改めて賃借人を医療法人○○設立代表者と表示した契約を締結すること。（契約書写しを原本証明すること。）
特約条項として、「本契約は、愛知県知事の医療法人設立認可後、診療所の開設日をもって発効するものとし、乙の表示は医療法人○○○○理事長△△△△と読み替えるものとする。」を加える。
  
[様式6]

令和   年   月   日

医療法人○○○○会
設立代表者　愛知　太郎　殿
（基金の引受けの申込みをしようとする者）

住　　所　愛知県○○市○○丁目△△番地
氏　　名　愛知　太郎
電話番号     （     ）        

基　金　引　受　申　込　書

医療法人○○○○の定款及び募集事項等の記載事項を承認の上、下記のとおり基金を引き受けたく申し込み致します。

記
１　引き受けようとする金銭の額　　　　　　　　　　　　　　54,953,683円也
２　引き受けようとする金銭以外の財産の内容及びその価額　　16,067,552円也

（内　　訳）
	種　　　別
	金額（円）
	内　　　　　　　　　容

	現金・預金
医業未収金
医薬品
貯蔵品
医療用器械備品
車両船舶
その他の有形固定資産
電話加入権
保証金


	37,075,821

17,877,862

587,977

219,164

29,464,053

124,668
4,668,713
1,500

1,108,308
	○○銀行普通預金、△△信用金庫定期預金

社会保険診療報酬○・△月分、国民健康保険診療報酬○・△月分
○○始め30点

△△始め20点

××始め20点

○○１台
○○始め5点
052-×××－○○○○
土地・建物賃貸借保証金（所在地を記入）

	資　産　合　計
	91,128,066
	

	負　　　　　債
	20,106,831
	

	差　　引　　額
（基 金 拠 出 額）
	71,021,235
	



［様式7］（借入れに係るもの）

令和   年   月   日

金融機関名

代表者名　　　　　　　　　　殿

住　　所

氏　　名
負債残高証明及び債務引継承認願

私の開設する○○診療所は、このたび医療法に基づく医療法人に組織変更し、医療法人○○を設立し同法人が○○診療所を開設することとなりました。

つきましては、私が貴○○との間に締結した令和   年   月   日付金銭消費貸借契約証書により借り受け負担している債務元金　　　　円也（現在額金　　　　　円也）及びこの債務から生ずる一切の債務を前記の法人設立の上は同法人に引き継ぎたく、県知事に設立認可申請書を提出するに当たり、貴○○の御証明及び御承認を得たくお願いします。

	


上記の件証明及び承認します。

令和   年   月   日

所在地

金融機関名

代表者(支店長名でも可)
［様式7］（リース物件に係るもの）

令和   年   月   日

リース会社名

代表者名　　　　　　　　　　殿

住　　所

氏　　名
負債残高証明及び債務引継承認願

私の開設する○○診療所は、このたび医療法に基づく医療法人に組織変更し、医療法人○○を設立し同法人が○○診療所を開設することとなりました。

つきましては、私が貴○○との間に締結した令和   年   月   日付リース契約証書により借り受け負担している債務元金　　　　円也（現在額金　　　　　円也）及びこの債務から生ずる一切の債務を前記の法人設立の上は同法人に引き継ぎたく、県知事に設立認可申請書を提出するに当たり、貴○○の御証明及び御承認を得たくお願いします。

	


上記の件証明及び承認します。

令和   年   月   日

所在地

リース会社名

代表者(営業所長名でも可)
※　本書は、リース物件に係るもののうち、ファイナンス・リース契約によるもので、医療法人設立後リース取引に係る会計基準による処理を行う場合にのみ使用する。

［様式7］（買掛金に係るもの）

令和   年   月   日

会社名

代表者名　　　　　　　　　　殿

住　　所

氏　　名
買 掛 金 引 継 承 認 願

私の開設する○○診療所は、このたび医療法に基づく医療法人に組織変更し、医療法人○○を設立し同法人が○○診療所を開設することとなりました。

つきましては、私が貴○○からの買掛金　　　　円也（現在額金　　　　　円也）及びこの債務から生ずる一切の債務を前記の法人設立の上は同法人に引き継ぎたく、県知事に設立認可申請書を提出するに当たり、貴○○の御証明及び御承認を得たくお願いします。

	


上記の件証明及び承認します。

令和   年   月   日

所在地

会社名

代表者(営業所長名でも可)
［様式7］（借入れに係るもの）

令和   年   月   日

金融機関名

代表者名　　　　　　　　　　殿

住　所　愛知県○○市○○丁目△△番地
氏　名　愛知　太郎
負債残高証明及び債務引継承認願

私の開設する○○診療所は、このたび医療法に基づく医療法人に組織変更し、医療法人○○会を設立し同法人が○○診療所を開設することとなりました。

つきましては、私が貴○○との間に締結した令和   年   月   日付金銭消費貸借契約証書により借り受け負担している債務元金110,000,000円也（令和○年○月○日現在額金97,950,000円也）のうち債務当初元金15,497,905円也（令和○年○月○日現在額金8,388,974円也）及びこの債務から生ずる一切の債務を前記の法人設立の上は同法人に引き継ぎたく、県知事に設立認可申請書を提出するに当たり、貴○○の御証明及び御承認を得たくお願いします。

	


上記の件証明及び承認します。

令和   年   月   日

所在地

金融機関名

代表者(支店長名でも可)
［様式7］（リース物件に係るもの）　

令和   年   月   日

リース会社名

代表者名　　　　　　　　　　殿

住　所　愛知県○○市○○丁目△△番地
氏　名　愛知　太郎
負債残高証明及び債務引継承認願

私の開設する○○診療所は、このたび医療法に基づく医療法人に組織変更し、医療法人○○会を設立し同法人が○○診療所を開設することとなりました。
つきましては、私が貴○○との間に締結した令和   年   月   日付リース契約証書により借り受け負担している債務元金18,283,284円也（令和○年○月○日現在額金11,717,857円也）及びこの債務から生ずる一切の債務を前記の法人設立の上は同法人に引き継ぎたく、県知事に設立認可申請書を提出するに当たり、貴○○の御証明及び御承認を得たくお願いします。
	


	リース物件
	規格数量
	契約締結日
	債務元金
	現在額
(平成○年○月○日)

	レセコン

歯科用ユニット

歯科用ユニット

歯科用ユニット

歯科用ユニット

予約システム
	１式

１式

１式

１式

１式

１式
	H○年○月○日

H○年○月○日

H○年○月○日

H○年○月○日

H○年○月○日

H○年○月○日
	5,609,520円

3,032,316円

272,160円

4,815,720円

3,810,240円

743,328円
	2,597,000円

1,768,851円

139,860円

3,382,470円

3,220,560円

609,116円


上記の件証明及び承認します。

令和   年   月   日

所在地

リース会社名

代表者(営業所長名でも可)
※　本書は、リース物件に係るもののうち、ファイナンス・リース契約によるもので、医療法人設立後リース取引に係る会計基準による処理を行う場合にのみ使用する。

［様式8］

社 員 及 び 役 員 の 名 簿

	役　　職
	ふりがな

氏　　　名
	生 年 月 日
	住　　　　　所
	職　業
（勤務先）
	拠　出　額
	理事長と
の関係

	理事長
(社員)
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	本　人

	理　事
(社員)
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	理　事
(社員)
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	社　員
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	監　事
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	合　計
	　　　人
(社員　人)
	－
	－
	－
	円
	－


	
［様式8］
社 員 及 び 役 員 の 名 簿

役　職
ふりがな

氏　　　名
生年月日
性別
住　　　　　所
職　業
（勤務先）
拠　出　額
理事長と
の関係
理事長
（社員）
ふりがな
○○　○○
昭和　年　月　日
男
愛知県○○市△△町○○番地
医　師
（○○診療所管理者）
現金・現物
71,021,235円
本　人
理　事
（社員）
ふりがな
○○　○○
昭和　年　月　日
女
○○県☓☓市△△町字◇◇

○○番の△　○○コーポ○棟☓☓号
看護師
（○○診療所勤務）
な　　し
配偶者
理　事
（社員）
ふりがな
○○　○○
昭和　年　月　日
男
○○県☓☓市△△町字◇◇

○○番の△　○○コーポ○棟☓☓号
無　職

な　　し
父

社　員
ふりがな
○○　○○
昭和　年　月　日
女
○○県☓☓市△△町字◇◇

○○番の△　○○コーポ○棟☓☓号
大学生
(○○大学◇◇学部)
な　　し
子
監　事
ふりがな
○○　○○
昭和　年　月　日
男
○○市△△区◇◇通○丁目○番☓号
税理士
(○○会計事務所勤務)
な　　し
知　人
合　計
４人
（社員４人）
－
－
－
－
71,021,235円
－




［様式9］
医療法人○○設立総会議事録

１　日　　　時　　令和   年   月   日     時   分 ～    時   分

２　場　　　所

３　出席者の住所及び氏名

（住所）　　　　　　　　　　　　　（氏名）

４　議　　　事

医療法人○○を設立するため、上記のとおり設立者全員が出席した。議長を選出すべく、全員で互選したところ、○○○○○が選ばれ、本人はこれを承諾し議長席につき、○○時○○分開会を宣し、議事に入った。

第１号議案　医療法人設立趣旨承認の件

設立者○○○○は発言し、本法人設立の趣旨を別紙①「医療法人○○設立趣意書」案のとおりに述べた。

議長は、本趣旨の承認を全員に諮ったところ、全員異議なくこれを承認し、本案は可決された。

第２号議案　社員確認の件

議長が発言し、本法人が知事の認可を受けて設立されたときは、本設立総会に出席した設立者全員が本法人の社員となることを述べたところ、全員異議なくこれを承認し、本議案は可決された。

第３号議案　定款承認の件

議長は本法人の定款(案)を朗読し、全員に諮ったところ、全員異議なくこれを承認し、本案は可決された。

第４号議案　拠出申込み及び設立時の財産目録承認の件

議長が発言し、本法人設立の資産とするため、拠出を受けたい旨を述べたところ、設立者のうちから次のとおり拠出したい旨の申し込みがあった。

（氏　名）　　現金・預金　　　　　（拠出金額）　　　　　　　　　　円

（氏　名）　　現金・預金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　医薬品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　医療用器械備品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

・・・

・・・

　　　合　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
また、○○○○は発言し、当該拠出に関し、次のように述べた。

拠出金は、医療法人○○設立認可後○○年間が経過した後に、拠出者に返還するものであり、金銭以外の資産に係る拠出金の返還については、拠出時における当該資産の価額をもって返還すること。

医療法人○○が解散した場合には、他の債務の弁済後でなければ、拠出金を返還することができないこと。

拠出金は利子を付して返還しないこと。

また、○○○○は発言し、建物の建設資金として△△銀行から借入金があり、現在○○○円の借入残金があるが、建物を拠出するに際し、この残金の返済を債権者の承認を得て、設立する法人に引継ぎたいと述べた。

また、医薬品の購入により、○○薬品会社からの買掛金○○○円を債権者の承認を得て、設立する法人に引継ぎたいと述べた。

議長は、前記の拠出金及び債務引継ぎの件について全員に諮ったところ、一同はこれを確認し、設立時の負債金額を金○○○○円とすることを承認した。

議長は発言し、この結果、本法人設立時の純資産額は、金○○○○○○○円とし、その財産目録は別紙のようになると示したところ、一同これを承認し、本案は可決された。

第５号議案　会計年度並びに令和○年度及び令和○年度の事業計画（案）並びに収支予算（案）の承認の件

議長は発言し、設立当初の会計年度は令和   年   月   日から翌年   月   日に終わることと、令和   年度及び令和   年度の事業計画案並びにこれに伴う予算案を一同に示すとともに詳細に説明をなし、承認を求めたところ、全員異議なく承認し、本案は可決された。

第６号議案　役員及び管理者の選任の件

議長は発言し、第３号議案で可決した定款に規定されるところに従い、本法人の役員を選任したい旨を述べ、設立者間で協議したところ次のように選任された。

理　　　事　（氏　　名）　（△△診療所管理者）

　　同　　　（氏　　名）
　　同　　　（氏　　名）
監　　　事　（氏　　名）
選任された者は、各自この就任を承諾した。

ついで議長は、理事長を選任したい旨を述べ、理事に決定した者の内から、次のように選任された。

理  事  長　（氏　　名）
選任された者は、この就任を承諾した。
第７号議案　設立代表者の選任の件

議長は発言し、医療法人の設立は、原則として設立者全員の連署で知事に申請することとなっているが、ここで設立代表者を1名選任し、設立に関する一切の権限を委任したい旨を述べたところ、一同これに賛成したので、設立代表者を互選したところ、次の者が選任された。

設立代表者　（　氏　名　）

選任された者は、これを承諾した。
第８号議案　本法人の開設する（診療所名）の土地・建物を貸借する契約の承認の件

議長は発言し、現在設立代表者○○○○が個人で開設している診療所の土地・建物については、本法人を設立するに際し、所有者◇◇◇◇◇と本法人設立代表者とが賃貸借契約を締結する必要があることを述べ、賃貸借契約書案を示し、これの承認を求めたところ、全員異議なく承認し、本案は可決された。

第９号議案　役員総報酬限度額承認の件

議長は発言し、役員の給与及び役員報酬の年間限度額は

　　理事長　　　　　　　　　　　　　　円

　　理　事　　　　　　　　　　　　　　円

　　監　事　　　　　　　　　　　　　　円

以内とし、当該金額を超えて支給する場合は、社員総会による承認を必要とする旨を述べたところ、全員異議なく承認し、本案は可決された。

以上をもって、医療法人　　の設立に関する全ての議事を終了したので議長は閉会を宣した。

本日の決議を確認するため、設立者全員が記名押印する。

設　立　者　　（氏　　　　名）　　　　　　　印

　　同　　　　（氏　　　　名）　　　　　　　印

　　同　　　　（氏　　　　名）　　　　　　　印

　　　　　　　　・

　　　　　　　　・

　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	（注）
１　本議事録は参考例であるので、これに準じて議事の経過の概要及び結果を明確に記載すること。

２　役員は、原則、理事3人以上、監事1人以上とする。

３　理事の中には法人の開設する医療施設の管理者をすべて入れること。


（別紙①）

医療法人　　　設立趣意書

１　（設立代表者氏名）は、現在、（診療所所在地）において（診療所名）を開設しているが、その概要は次のとおりであり、この地域の医療に相当の貢献をしている。

	(1)
	診療科名
	

	(2)
	病床数
	　　　　床

	(3)
	常勤職員数
	　　　　人（うち医師　　人）

	(4)
	1日平均患者数
	(令和   年   月から   月までの実績)

	
	
	入院患者　　　　　人

	
	
	外来患者　　　　　人

	(5)
	沿革
	


昭和・平成・令和   年   月   日

（設立代表者氏名）が、（診療所所在地）において（診療所名）を開設。

	造　　建　　階建

	診療科名
	

	病床数
	　　　　床

	常勤医師
	　　　　人


昭和   年   月

　　　・

　　　・

　　　・

令和   年   月

現在に至る。

２　この（診療所名）を更に発展充実させ、永続性を図るためには、医療法人を設立してその経営に移すことが有効であると思われる。

このため、私ども　　人は、次のとおり設立時の財産を取得し、社団法人形式による医療法人　　を設立しようとするものである。

令和   年   月   日

医療法人
設立代表者
 記 載 例 
（別紙①）
医療法人○○設立趣意書


１．○○○○（設立代表者氏名）は、現在、愛知県○○市○○町○丁目○番地（診療所所在地）において○○医院を開設しているが、その概要は次のとおりであり、この地域の医療に相当の貢献をしている。

	(1) 診療科名
	　○○科　≪開設している診療所で標榜している診療科目を記入≫

	(2) 病床数
	○○床　（うち療養病床　○床）

	(3) 常勤職員数
	　○○人（うち医師○人）

	(4) 1日平均患者数
	令和○年○月から○月までの実績≪個人開設診療所の直近の決算期を記入≫

	
	入院患者○○人

	
	外来患者○○人

	(5) 沿革
	


昭和○年○月○日

○○○○（設立代表者氏名）が、愛知県○○市○○町○丁目○番地（診療所所在地）において◇◇◇◇診療所（診療所名）を開設。

	○○造○○建○階建　≪建物の構造を記入≫

	診療科名
	○○科≪開設時の診療科名を記入≫

	病 床 数
	○○床≪開設時の病床数を記入≫

	常勤医師
	○○人≪開設時の常勤医師数を記入≫


昭和   年   月

例)病床を廃止し、無床診療所となる。≪病床廃止等状況の変化があれば記入≫

令和   年   月≪基準月を記入≫

現在に至る。

２．この○○医院を更に発展充実させ、永続性を図るためには、医療法人を設立してその経営に移すことが有効であると思われる。

このため、私ども○○人（設立社員の数）は、次のとおり設立時の財産を取得し、社団法人形式による医療法人○○を設立しようとするものである。


令和○年○月○日

医療法人○○

設立代表者　○○　○○
［様式10］

開設しようとする病院(診療所)の概要

	名称
	

	所在地
	
	電　　話
	

	所轄保健所名
	

	診療科目
	

	病床数

(歯科ユニット数)
	　　床（うち一般　　　床・療養　　　床）

	管理者
	氏　　　　　　名
	
	(　　   年   月   日　生)

	
	医籍又は歯科医籍
	第　　　　　　号
	(　　   年   月   日登録)

	職員
	職　　種
	定　員
	現　　員
	職　　種
	定　員
	現　　員

	
	医師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	歯科技工士
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	歯科医師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	理学療法士
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	看護師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	作業療法士
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	准看護師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	柔道整復師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	歯科衛生士
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	・
	
	

	
	看護補助者
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	・
	
	

	
	薬剤師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	・
	
	

	
	栄養士
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	事務員
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	診療放射線技師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	労務員
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	診療X線技師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	
	
	

	
	臨床検査技師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	
	
	

	
	衛生検査技師
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人
	
	
	

	敷地
	㎡（うち借地　　　　㎡）

	建物
	延　　　　　㎡
うち診療所部分　　　　階　　　延　　　　㎡
他の部分　　（　　　　・　　　　　）　

	診察日
	

	診察時間
	

	常勤及び非常勤医師の勤務状況
	


※　職員の欄の内訳は、該当する職種のみ記載し、必要に応じ職種を変更すること。
※　病院(診療所)周辺の概略図、敷地図及び建物平面図を添付すること。
 記 載 例 
［様式10］

開設しようとする病院(診療所)の概要

	名称
	○○クリニック

	所在地
	愛知県○○市○○町・・・
	電　話
	○○○○－○○​－○○○○

	所轄保健所名
	愛知県○○保健所

	診療科目
	循環器内科、呼吸器内科、内科、小児科

	病床数

(歯科ユニット数)
	無
	床（うち一般　　　床・療養　　　床）

	管理者
	氏　　　名
	○○　○○
	(　○○年○○月○日　生)

	
	医籍又は歯科医籍
	第×××××号
	(　○○年○○月○○日登録)

	職員
	職　　種
	定　員
	現　　員
	職　　種
	定　員
	現　　員

	
	医師
	2人
	常　勤　1人

非常勤　1人
	歯科技工士
	人
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	歯科医師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	理学療法士
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	看護師
	2人
	常　勤　1人

非常勤　1人
	作業療法士
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	准看護師
	2人
	常　勤　1人

非常勤　1人
	柔道整復師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	歯科衛生士
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	・
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	看護補助者
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	・
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	薬剤師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	・
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	栄養士
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	事務員
	3人
	常　勤　3人

非常勤　　人

	
	診療放射線技師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	労務員
	
	常　勤　　人

非常勤　　人

	
	診療X線技師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	
	
	

	
	臨床検査技師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	
	
	

	
	衛生検査技師
	
	常　勤　　人

非常勤　　人
	
	
	

	敷地
	
	㎡（うち借地　　　　㎡）

	建物
	延　374.13㎡
うち診療所部分　　　1階　　　延　209.16㎡
他の部分　　（　　・　　　　　）

	診察日
	日曜日・祝日・水曜日を除く毎日

	診察時間
	月～金

土
	午前9時から12時30分まで　午後4時から7時30分まで
午前9時から12時30分まで　午後3時から5時まで

	常勤及び非常勤医師の勤務状況
	常　勤　○○　○○（循環器内科・呼吸器内科・内科・小児科）　診察日・診察時間に同じ
非常勤　××　××（内科）　火・木曜　午前9時から午後12時30分まで




［様式11］

設立後2年間の事業計画

初年度（令和   年   月   日～令和   年   月   日）

次年度（令和   年   月   日～令和   年   月   日）

（注）１　当該年度に行おうとする事業計画、建物増改築計画、物品購入計画、病床計画、資金及び債務の弁済計画、職員採用計画、収支見込み等該当するものを箇条書きする。

２　この事業計画は、予算の内容に関連するので、予算書と一致させること。

設立後2年間の予算総括表

	1　損益の状況
	単位：千円

	科　　　　　目
	初　年　度
	次　年　度

	
	(R  .  .  ～R  .  .  )
	(R  .  .  ～R  .  .  )

	
	入院収益
	
	
	％
	
	
	％

	
	外来収益
	
	
	％
	
	
	％

	
	その他の収益
	
	
	％
	
	
	％

	Ａ
	医業収益　計
	
	
	100.0 
	％
	
	100.0 
	％

	
	　給与費・役員報酬
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	材料費
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	消耗品費
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	賃借料・リース料
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	委託費（歯科技工委託含む）
	
	
	％
	
	
	％

	
	減価償却費
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	その他
	
	
	
	％
	
	
	％

	Ｂ
	医業費用　計
	
	
	％
	
	
	％

	Ｃ
	医業利益
	A-B
	
	
	％
	
	
	％

	Ｄ
	医業外収益
	
	
	％
	
	
	％

	Ｅ
	医業外費用
	
	
	％
	
	
	％

	Ｆ
	経常利益
	C+D-E
	
	
	％
	
	
	％

	Ｇ
	特別利益
	
	
	％
	
	
	％

	Ｈ
	特別損失
	
	
	％
	
	
	％

	Ｉ
	税引前当期純利益　F+G-H
	
	
	％
	
	
	％

	Ｊ
	法人税等
	
	
	％
	
	
	％

	Ｋ
	当期純利益　　Ｉ-Ｊ
	
	
	％
	
	
	％


	2　資金の状況
	
	単位：千円

	
	拠出金
	
	
	

	
	前年度繰越金
	
	

	
	借入金
	
	
	

	
	医業収益  A
	
	

	
	医業外収益等  D+G
	
	

	Ｌ
	収入　計
	
	
	

	
	施設整備費
	
	

	
	借入金元本返済
	
	

	
	医業費用  B
	
	

	
	医業外費用  E+H
	
	

	
	法人税等  J
	
	

	
	（△）減価償却費
	
	

	Ｍ
	支出　計
	
	
	

	
	翌年度繰越金  L-M
	
	


	3　患者数、診療単価等

	　
	入院　　社保等
	
	　人
	
	　人

	1日想定患者数
	入院　　自費
	
	　人
	
	　人

	
	外来　　社保等
	
	　人
	
	　人

	　
	外来　　自費
	
	　人
	
	　人

	　
	入院　　社保等
	
	　円
	
	　円

	1人1日
	入院　　自費
	
	　円
	
	　円

	想定診療単価
	外来　　社保等
	
	　円
	
	　円

	　
	外来　　自費
	
	　円
	
	　円

	賃借料
	診療所（病院）
	
	千円
	
	千円

	（1月当り）
	その他（　　　）
	
	千円
	
	千円


※　予算期間を3年とする場合は、3年目を追加すること。

	設立後2年間の予算総括表


1　損益の状況
単位：千円
科　　　　　目
初　年　度
次　年　度
（H28.4.1～H28.9.30）
（H28.10.1～H29.9.30）
　
入院収益
　
0 
％
　
0 
％
　
外来収益
71,900
99.6 
％
143,803
99.6 
％
　
その他の収益
　300
0.4 
％
　600
0.4 
％
Ａ
医業収益　計
　
72,200
100.0 
％
144,403
100.0 
％
　
給与費・役員報酬
　
38,107
52.8 
％
76,411
52.9
％
　
材料費
　
6,049
8.4 
％
12,097
8.4
％
　
消耗品費
　
747
1.0 
％
1,494
1.0
％
　
賃借料・リース料
　
6,548
9.1 
％
13,096
9.1
％
　
委託費（歯科技工委託含む）
3,635
5.0 
％
7,270
5.0
％
　
減価償却費
481
0.7 
％ 
962
0.7
％
　
その他
　
5,355
7.4 
％
10,712
7.4 
％
Ｂ
医業費用　計
60,922
84.4 
％
122,042
84.5 
％
Ｃ
医業利益
A-B
11,278
15.6 
％
22,361
15.5
％
Ｄ
医業外収益
0　
0 
％
0　
0
％
Ｅ
医業外費用
64　
0.09 
％
128　
0.09 
％
Ｆ
経常利益
C+D-E
11,214
15.5 
％
22,233
15.4 
％
Ｇ
特別利益
0　
0 
％
0　
0 
％
Ｈ
特別損失
0　
0 
％
0　
0 
％
Ｉ
税引前当期純利益　F+G-H
11,214
15.5 
％
22,233
15.4 
％
Ｊ
法人税等
3,980
5.5 
％
7,959
5.5 
％
Ｋ
当期純利益　　Ｉ-Ｊ
7,234
10.0 
％
14,274
9.9 
％


2　資金の状況
単位：千円
拠出金
54,953
前年度繰越金
 
62,246 
借入金

医業収益  A
72,200 
144,403 
医業外収益等  D+G
0 
0 
Ｌ
収入　計
127,153 
206,649 
施設整備費
借入金元本返済                             
422
844
医業費用  B
60,922 
122,042 
医業外費用  E+H
64 
128 
法人税等  J
3,980 
7,959 
（△）減価償却費
481 
962 
Ｍ
支出　計
64,907 
130,011 
翌年度繰越金  L-M
62,246 
76,638 

3　患者数、診療単価等
入院　　社保等
　
　人
　
　人
1日想定患者数

入院　　自費
　人
　人
外来　　社保等

68
　人
68
人
外来　　自費
12
　人
12
人
　
入院　　社保等
　
　円
　
　円
1人1日
入院　　自費
　
　円　
　
　円　
想定診療単価
外来　　社保等
8,473
　円
8,473
　円
　
外来　　自費
4,546
　円
4,546
　円
賃借料
診療所（病院）
602
千円
602
千円
（1月当り）
その他（駐車場）
117
千円
117
千円
その他（リース料）

372

千円
371

千円





［様式13］
設立後2年間の予算書
（収入予算額総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）
	科　　　　目
	初　年　度
	次　年　度
	対医業収益比（％）

	
	
	
	初年度
	次年度

	医 業 収 益
	
	
	
	

	入 院 収 益
	
	
	
	

	外 来 収 益
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	医 業 外 収 益
	
	
	
	

	特 別 収 益
	
	
	
	

	借　入　金
	
	
	
	

	拠　出　金
	
	
	
	

	前年度繰越金
	
	
	
	

	計
	
	
	-
	-


（支出予算額総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）
	科　　　　目
	初　年　度
	次　年　度
	対医業収益比（％）

	
	
	
	初年度
	次年度

	医 業 費 用
	
	
	
	

	医 業 外 費 用
	
	
	
	

	特 別 損 失
	
	
	
	

	施 設 整 備 費
	
	
	
	

	施 設 整 備 費
	
	
	
	

	医療機器購入費
	
	
	
	

	借入金(元金)返済
	
	
	
	

	法人税等納入
	
	
	
	

	　(△)減価償却費
	
	
	
	

	　翌年度繰越金
	
	
	
	

	計
	
	
	-
	-


［様式13］
設立後2年間の予算書
（収入予算額総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）
	科　　　　目
	初　年　度
	次　年　度
	対医業収益比（％）

	
	
	
	初年度
	次年度

	医 業 収 益
	72,200
	144,403
	100%
	100%

	入 院 収 益
	0
	0
	
	

	外 来 収 益
	71,900
	143,803
	99.6%
	99.6%

	そ　の　他
	300
	600
	0.4%
	0.4%

	医 業 外 収 益
	0
	0
	
	

	特 別 収 益
	0
	0
	
	

	借　入　金
	0
	0
	
	

	拠　出　金
	54,953
	0
	76.1%
	

	前年度繰越金
	0
	62,246
	
	43.1%

	計
	127,153
	206,649
	-
	-


（支出予算額総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）
	科　　　　目
	初　年　度
	次　年　度
	対医業収益比（％）

	
	
	
	初年度
	次年度

	医 業 費 用
	60,922
	122,042
	84.4%
	84.6%

	医 業 外 費 用
	64
	128
	0.09%
	0.09%

	特 別 損 失
	0
	0
	
	

	施 設 整 備 費
	0
	0
	
	

	施 設 整 備 費
	0
	0
	
	

	医療機器購入費
	0
	0
	
	

	借入金(元金)返済
	422
	844
	0.6%
	0.6%

	法人税等納入
	3,980
	7,959
	5.5%
	5.5%

	　(△)減価償却費
	481
	962
	0.7%
	0.7%

	　翌年度繰越金
	62,246
	76,638
	86.2%
	53.1%

	計
	127,153
	206,649
	-
	-


初(次)　　年度
	　
	1日平均
	1カ月平均
	1　　　年

	入院患者数
	人
	人
	人

	外来患者数
	人
	人
	人


(注)１．入院患者数(1年)＝入院患者数(1日平均)☓365(366)日
　　２．外来患者数(1年)＝外来患者数(1カ月平均)☓12とする。
（収　　　入）
	科　　　　目
	金額（千円）
	内　容　説　明

	医　業　収　益
	
	

	入 院 収 益
	
	

	自費収益
	
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	社会保険等収益
	
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	室料差額収益
	
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	外 来 収 益
	
	

	自費収益
	
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	社会保険等収益
	
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	文　書　料
	
	診断書発行　　円 ☓ 年間　　件等

	そ　の　他
	
	

	医 業 外 収 益
	
	

	そ　の　他
	
	従業員、付添人などの給食収益等

	特　別　利　益
	
	

	補助金・負担金
	
	国、地方公共団体などからの補助金等

	そ　の　他
	
	

	小　　　　計
	
	

	借　　入　　金
	
	銀行などからの借入金（長期のみ）

	拠　　出　　金
	
	運転資金(現金・預金、医業未収金)

	計
	
	　


(注)１　事業計画書の内容と一致させる。
　　２　内容説明欄は実態に即して記入し、入院・外来それぞれの自費患者数と社保患者数の合計は「入院・外来患者表」の１年間の患者数と一致すること。
　　３　自賠法、労災法等による診療収入は、自費収益に入れること。
　　４　収入については、初年度は拠出金はあるが、次年度はこれがなく(新たな拠出金があれば別)、代わりに前年度繰越金が入る。
　　５　収入・支出とも必要に応じ科目を加除して差し支えない。
　　６　初年度、次年度の２年分必要である。
初年度
	　
	1日平均
	1カ月平均
	6ヶ月

	入院患者数
	0人
	0人
	0人

	外来患者数
	80人
	1,520人
	9,120人


(注)１．入院患者数(1年)＝入院患者数(1日平均)☓365(366)日
　　２．外来患者数(1年)＝外来患者数(1カ月平均)☓12とする。
（収　　　入）
	科　　　　目
	金額（千円）
	内　容　説　明

	医　業　収　益
	72,200
	

	入 院 収 益
	0
	

	自費収益
	0
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	社会保険等収益
	0
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	室料差額収益
	0
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	外 来 収 益
	71,900
	

	自費収益
	6,218
	平均4,546円 ☓ 年間1,368人

	社会保険等収益
	65,682
	平均8,473円 ☓ 年間7,752人

	文　書　料
	300
	診断書発行5,000円 ☓ 年間60件等

	そ　の　他
	0
	

	医 業 外 収 益
	0
	

	そ　の　他
	0
	従業員、付添人などの給食収益等

	特　別　利　益
	0
	

	補助金・負担金
	0
	国、地方公共団体などからの補助金等

	そ　の　他
	0
	

	小　　　　計
	72,200
	

	借　　入　　金
	0
	銀行などからの借入金（長期のみ）

	拠　　出　　金
	54,953
	運転資金(現金・預金、医業未収金)

	計
	127,153
	　


(注)１　事業計画書の内容と一致させる。
　　２　内容説明欄は実態に即して記入し、入院・外来それぞれの自費患者数と社保患者数の合計は「入院・外来患者表」の１年間の患者数と一致すること。
　　３　自賠法、労災法等による診療収入は、自費収益に入れること。
　　４　収入については、初年度は拠出金はあるが、次年度はこれがなく(新たな拠出金があれば別)、代わりに前年度繰越金が入る。
　　５　収入・支出とも必要に応じ科目を加除して差し支えない。
　　６　初年度、次年度の２年分必要である。
次年度
	　
	1日平均
	1カ月平均
	１年

	入院患者数
	0人
	0人
	0人

	外来患者数
	80人
	1,520人
	18,240人


(注)１．入院患者数(1年)＝入院患者数(1日平均)☓365(366)日
　　２．外来患者数(1年)＝外来患者数(1カ月平均)☓12とする。
（収　　　入）
	科　　　　目
	金額（千円）
	内　容　説　明

	医　業　収　益
	144,403
	

	入 院 収 益
	0
	

	自費収益
	0
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	社会保険等収益
	0
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	室料差額収益
	0
	平均　　円 ☓ 年間　　人

	外 来 収 益
	143,803
	

	自費収益
	12,438
	平均4,546円 ☓ 年間2,736人

	社会保険等収益
	131,365
	平均8,473円 ☓ 年間15,504人

	文　書　料
	600
	診断書発行5,000円 ☓ 年間120件等

	そ　の　他
	0
	

	医 業 外 収 益
	0
	

	そ　の　他
	0
	従業員、付添人などの給食収益等

	特　別　利　益
	0
	

	補助金・負担金
	0
	国、地方公共団体などからの補助金等

	そ　の　他
	0
	

	小　　　　計
	144,403
	

	借　　入　　金
	0
	銀行などからの借入金（長期のみ）

	前年度繰越金
	62,246
	

	計
	206,649
	　


(注)１　事業計画書の内容と一致させる。
　　２　内容説明欄は実態に即して記入し、入院・外来それぞれの自費患者数と社保患者数の合計は「入院・外来患者表」の１年間の患者数と一致すること。
　　３　自賠法、労災法等による診療収入は、自費収益に入れること。
　　４　収入については、初年度は拠出金はあるが、次年度はこれがなく(新たな拠出金があれば別)、代わりに前年度繰越金が入る。
　　５　収入・支出とも必要に応じ科目を加除して差し支えない。
　　６　初年度、次年度の２年分必要である。
（支　　　出）初(次)年度
	科　　　　　　目
	金　額（千円）
	内　　容　　説　　明

	医業費用
	
	

	役員報酬
	
	病院の負担に属する役員報酬

	給与費
	
	

	職員給与
	
	内訳別紙のとおり

	退職給与引当金
	
	

	繰入
	
	

	法定福利費
	
	

	材料費
	
	

	医薬品費
	
	

	給食用材料費
	
	

	診療材料費
	
	

	医療消耗備品費
	
	

	経　　費
	
	

	福利厚生費
	
	福利施設負担額など法定外福利費

	旅費交通費
	
	業務のための出張旅費

	職員被服費
	
	従業員に支給又は貸与する白衣等

	通信費
	
	電話料、郵便料金等

	消耗品費
	
	事務用品費等

	会議費
	
	諸会議費等

	光熱水費
	
	電気料、ガス料、水道料、重油代等

	修繕費
	
	有形固定資産の修繕料

	賃借料
	
	土地、建物等の賃借料

	保険料
	
	火災保険料等

	交際費
	
	接待費及び慶弔など交際に要する費用

	租税公課
	
	固定資産税等税法上損金算入されるもの等

	その他
	
	

	委託費
	
	委託した業務の対価としての費用

	研究研修費
	
	学会、講習会等の費用

	減価償却費
	
	固定資産の減価償却費

	本部費
	
	病院の負担に属する本部費用

	医業外費用
	
	

	支払利息
	
	

	その他
	
	

	特別損失
	
	

	小　　　　計
	
	

	施設整備費
	
	

	施設整備費
	
	

	医療機器購入費
	
	

	その他
	
	

	借入金元金返済
	
	

	法人税等納入
	
	

	（△）減価償却費
	
	

	翌年度繰越金
	
	

	小　　　　計
	
	

	計
	
	


　(注)１　内容説明には、経費の具体的な内容を記載すること。
　　  ２　必要に応じ加除して差し支えないこと。
（支　　　出）初年度
	科　　　　　　目
	金　額（千円）
	内　　容　　説　　明

	医業費用
	60,922
4,320
33,787
30,715
0
0
3,072
6,049
1,979
0
257
3,813
12,359
682
920
0
347
747
0
347
127
6,548
381
924
0
1,336
3,635
291
481
64
	

	　役員報酬
	
	病院の負担に属する役員報酬

	給与費
	
	

	職員給与
	
	内訳別紙のとおり

	退職給与引当金
	
	

	繰入
	
	

	法定福利費
	
	

	材料費
	
	

	医薬品費
	
	

	給食用材料費
	
	

	診療材料費
	
	

	医療消耗備品費
	
	

	経　　費
	
	

	福利厚生費
	
	福利施設負担額など法定外福利費

	旅費交通費
	
	業務のための出張旅費

	職員被服費
	
	従業員に支給又は貸与する白衣等

	通信費
	
	電話料、郵便料金等

	消耗品費
	
	事務用品費等

	会議費
	
	諸会議費等

	光熱水費
	
	電気料、ガス料、水道料、重油代等

	修繕費
	
	有形固定資産の修繕料

	賃借料
	
	土地、建物等の賃借料、リース料

	保険料
	
	火災保険料等

	交際費
	
	接待費及び慶弔など交際に要する費用

	租税公課
	
	固定資産税等税法上損金算入されるもの等

	その他
	
	その他の経費（雑費、広告宣伝費等）

	委託費
	
	委託した業務の対価としての費用

	研究研修費
	
	学会、講習会等の費用

	減価償却費
	
	固定資産の減価償却費

	医業外費用
	
	病院の負担に属する役員報酬

	支払利息
	64
	

	その他
	0
	

	特別損失
	0
	

	小　　　　計
	60,986
	

	施設整備費
	0
	

	施設整備費
	0
	

	医療機器購入費
	0
	

	その他
	0
	

	借入金元金返済
	422
	

	法人税等納入
	3,980
	

	（△）減価償却費
	481
	

	翌年度繰越金
	62,246
	

	小　　　　計
	66,167
	

	計
	127,153
	

	
	
	


　(注)１　内容説明には、経費の具体的な内容を記載すること。
　　  ２　必要に応じ加除して差し支えないこと。
（支　　　出）次年度
	科　　　　　　目
	金　額（千円）
	内　　容　　説　　明

	医業費用
	122,042
8,640
67,771
61,610
0
0
6,161
12,097
3,957
0

515
7,625
24,721
1,364
1,847
0
693
1,494
0
693
253
13,096
762
1,847
0
2,672
7,270
581
962
	

	役員報酬
	
	病院の負担に属する役員報酬

	給与費
	
	

	職員給与
	
	内訳別紙のとおり

	退職給与引当金
	
	

	繰入
	
	

	法定福利費
	
	

	材料費
	
	

	医薬品費
	
	

	給食用材料費
	
	

	診療材料費
	
	

	医療消耗備品費
	
	

	経　　費
	
	

	福利厚生費
	
	福利施設負担額など法定外福利費

	旅費交通費
	
	業務のための出張旅費

	職員被服費
	
	従業員に支給又は貸与する白衣等

	通信費
	
	電話料、郵便料金等

	消耗品費
	
	事務用品費等

	会議費
	
	諸会議費等

	光熱水費
	
	電気料、ガス料、水道料、重油代等

	修繕費
	
	有形固定資産の修繕料

	賃借料
	
	土地、建物等の賃借料、リース料

	保険料
	
	火災保険料等

	交際費
	
	接待費及び慶弔など交際に要する費用

	租税公課
	
	固定資産税等税法上損金算入されるもの等

	その他
	
	その他の経費（雑費、広告宣伝費等）

	委託費
	
	委託した業務の対価としての費用

	研究研修費
	
	学会、講習会等の費用

	減価償却費
	
	固定資産の減価償却費

	医業外費用
	128
	

	支払利息
	128
	

	その他
	0
	

	特別損失
	0
	

	小　　　　計
	122,170
	

	施設整備費
	0
	

	施設整備費
	0
	

	医療機器購入費
	0
	

	その他
	0
	

	借入金元金返済
	844
	

	法人税等納入
	7,959
	

	（△）減価償却費
	962
	

	翌年度繰越金
	76,638
	

	小　　　　計
	84,479
	

	計
	206,649
	


　(注)１　内容説明には、経費の具体的な内容を記載すること。
　　  ２　必要に応じ加除して差し支えないこと。
［様式14］

職 員 給 与 費 内 訳 書　初（次）年度
(単位:千円)

	職　　種
	常　勤(人)
	1人当たり

月額給与
	月　額

給与計
	年　額

給与計
	年間賞与
	年間計

	
	非常勤(人)
	
	
	
	
	

	
	　計　(人)
	
	
	
	
	

	医師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	看護師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	准看護師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	薬剤師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	事務員
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	合計
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	


(注)１　臨床検査技師、診療放射線技師等必要に応じて行を追加すること。
　　２　職種は、様式１０の開設しようとする診療所の概要の内容と一致させること。
【役員報酬】　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)
　　　　　　　
	
	人　数
	月　額
	年　額

	理事長
	1
	
	

	理事
	
	
	

	監事
	
	
	

	計
	
	
	


	法定福利費
	千円

	給与費・役員報酬
	千円


［様式14］

職 員 給 与 費 内 訳 書　初年度
(単位:千円)

	職　　種
	常　勤(人)
	1人当たり

月額給与
	月　額

給与計
	年　額

給与計
	年間賞与
	年間計

	
	非常勤(人)
	
	
	
	
	

	
	　計　(人)
	
	
	
	
	

	医師
	1
	2,000
	2,000
	12,000
	0
	12,000

	
	1
	730
	730
	4,380
	0
	4,380

	
	計2
	
	2,730
	16,380
	0
	16,380

	看護師
	1
	250
	250
	1,500
	720
	2,220

	
	1
	200
	200
	1,200
	400
	1,600

	
	計2
	
	450
	2,700
	1,120
	3,820

	准看護師
	1
	250
	250
	1,500
	550
	2,050

	
	1
	170
	170
	1,020
	414
	1,434

	
	計2
	
	420
	2,520
	964
	3,484

	薬剤師
	2
	171
	342
	2,052
	1,379
	3,431

	
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	計
	
	342
	2,052
	1,379
	3,431

	事務員
	1
	600
	600
	3,600
	0
	3,600

	
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	計1
	
	600
	3,600
	0
	3,600

	合計
	6
	
	3,442
	20,652
	2,649
	23,301

	
	3
	
	1,100
	6,600
	814
	7,414

	
	計9
	
	4,542
	27,252
	3,463
	30,715


(注)１　臨床検査技師、診療放射線技師等必要に応じて行を追加すること。
　　２　職種は、様式１０の開設しようとする診療所の概要の内容と一致させること。
【役員報酬】　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)
　　　　　　　
	
	人　数
	月　額
	年　額

	理事長
	1
	400
	2,400

	理事
	2
	155
	1,860

	監事
	1
	10
	60

	計
	4
	
	4,320




	法定福利費
	3,072千円

	給与費・役員報酬
	38,107千円


［様式14］

職 員 給 与 費 内 訳 書　次年度
(単位:千円)

	職　　種
	常　勤(人)
	1人当たり

月額給与
	月　額

給与計
	年　額

給与計
	年間賞与
	年間計

	
	非常勤(人)
	
	
	
	
	

	
	　計　(人)
	
	
	
	
	

	医師
	1
	2,000
	2,000
	24,000
	0
	24,000

	
	1
	730
	730
	8,760
	0
	8,760

	
	計2
	
	2,730
	32,760
	0
	32,760

	看護師
	1
	250
	250
	3,000
	1,440
	4,440

	
	1
	200
	200
	2,400
	980
	3,380

	
	計2
	
	450
	5,400
	2,420
	7,820

	准看護師
	1
	250
	250
	3,000
	1,100
	4,100

	
	1
	170
	170
	2,040
	828
	2,868

	
	計2
	
	420
	5,040
	1,928
	6,968

	薬剤師
	2
	171
	342
	4,104
	1,379
	6,862

	
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	計
	
	342
	4,104
	2,758
	6,862

	事務員
	1
	600
	600
	7,200
	0
	7,200

	
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	計1
	
	600
	7,200
	0
	7,200

	合計
	6
	
	3,442
	41,304
	5,298
	46,602

	
	3
	
	1,100
	13,200
	1,808
	15,008

	
	計9
	
	4,542
	54,504
	7,106
	61,610


(注)１　臨床検査技師、診療放射線技師等必要に応じて行を追加すること。
　　２　職種は、様式１０の開設しようとする診療所の概要の内容と一致させること。
【役員報酬】　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)
　　　　　　　
	
	人　数
	月　額
	年　額

	理事長
	1
	400
	4,800

	理事
	2
	155
	3,720

	監事
	1
	10
	120

	計
	4
	
	8,640




	法定福利費
	6,161千円

	給与費・役員報酬
	76,411千円


［様式15］

借 入 金 返 済 計 画 書

	１.
	借入先
	銀行

	２.
	借入額
	円

	３.
	借入年月日
	令和   年   月   日

	４.
	償還開始日
	令和   年   月   日

	５.
	償還期限
	令和   年   月   日

	６.
	償却額
	円

	７.
	利率
	％

	８.
	借入目的
	


単位　円
	返済年月日
	銀　　　　　　行
	残　　　　高

	
	元　　　金
	利　　　息
	

	令和   年   月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	合　　　計
	
	
	

	令和   年   月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	月
	
	
	

	合　　　計
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	(　　月終了)
	0


［様式16］

履　　歴　　書

	現住所
	

	氏名
	

	生年月日
	

	学歴
	（概ね高校以上）
（医師(歯科医師)については医籍登録番号及び登録年月日を記載すること。）

	職歴
	（医療機関名だけでなく従事した診療科名まで詳細に記載すること）
（麻酔科を標榜している場合には、厚生労働大臣の標榜許可書の許可年月日及び許可番号を記載すること。）
（できるだけ詳細に記入し、開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務する場合は、その法人名及び役職についても記入すること。）

	賞罰
	（ない場合は、
　なし
医療法第46条の5第5項の規定に抵触しない　　　 と記載すること。）



以上のとおり相違ありません。

令和   年   月   日

氏　　名
(注) １　設立者及び役員となるべき者全員が作成すること。

　　 ２　役員となるべき者については、賞罰の欄に、「医療法第46条の5第5項の規定に抵触しない」旨を記入すること。

　　 ３　開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務する場合は、兼務する営利法人等の規模が確認できる書類（役員名簿等）を添付すること。

［様式17］

委　　任　　状

私達は、　（　住　　　所　）　（　氏　　名　）を医療法人　　の設立代表者に選任し、本社団の設立に関する一切の権限を委任します。

令和   年   月   日

	住　所
	

	氏　名
	

	住　所
	

	氏　名
	

	住　所
	

	氏　名
	

	
	・

・

・


（注）被選任者を除いて設立者全員記名すること。

［様式18］
令和   年   月   日

医療法人
設立代表者　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　理 事 長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　理　　事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　理　　事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　理　　事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　監　　事
役　員　就　任　承　諾　書

私達は医療法人　　設立の上は、それぞれ頭書の職名のとおり役員に就任することを承諾します。

（注）履歴書を添付のこと

［様式19］
令和   年   月   日

医療法人　
設立代表者　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名
管 理 者 就 任 承 諾 書

令和　　年　　月　　日開催の医療法人　　　　の設立総会において、医療法人
　　　　が開設しようとする（診療所名）の管理者に選任され、その就任を承諾します。

（注）医師免許証の写しを添付すること
医療法人設立認可申請に係る参考資料
１　医療法人名（ふりがな）

　　
２　法人化の目的　（例：事業承継、分院開設、介護事業開始等）

３　設立時の財産の状況

（1） 拠出等の状況

	
	現物拠出

・賃借の別
	拠出者又は

賃借の相手
	賃借の場合、賃貸人との関係
	賃借期間(年数)
	備　　　考

	病院等の土地
	
	
	
	
	

	病院等の建物
	
	
	
	
	居宅と(同一棟・別棟)、

テナントか否か

	医療用器械備品
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	


（2） 設立後2か月間の運転資金（　　　　　　　　千円）･･･現金・預金及び医業未収金の額(千円未満切捨)

（3） 設立後2か月間に必要とされる運転資金（　　　　　　　　千円）

（4） 純資産額　　　　　　　　（　　　　　　　　千円）

	必要とされる運転資金計算式

（医業費用＋医業外費用－減価償却費＋借入金元金返済）
初年度の月数



４　予算

（1） 診療の内容

・診療科目別患者比率　　　　科　　%､　　　科　　%

・特色

・薬　　　院内処方　・　院外処方

・往診・訪問診療　１日平均　　　件

・自由診療　　予防接種(　　　　　　　　)　　％

　　　　　　　健康診断　　　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

（2） 給与等の内訳

	医師給与
	常勤医師

非常勤医師
	
	千円/月（　　　人）

千円/月（　　　人）

	看護師給与
	常勤看護師

非常勤看護師
	
	千円/月（　　　人）

千円/月（　　　人）

	役員報酬
	理　事　長

理　　　事
監事
	
	千円/月

千円/月（　　　人）
千円/月


５　参考事項

	現診療所の開設年月日
	令和　年　月　日

	医療法人設立事務説明会(愛知県開催)への理事長予定者等の参加
	令和　　年　　月


６　過去2年の実績

（単位　千円）

	科　　　　目
	年　度

(R　.　.　～R　.　.　）
	年　度

(R　.　.　～R　.　.　)

	医業収益
	
	

	入院収益
	
	

	社保等
	
	

	（延患者数）
	（　　　　　人）
	（　　　　　人）

	自　費
	
	

	（延患者数）
	（　　　　　人）
	（　　　　　人）

	外来収益
	
	

	社保等
	
	

	（延患者数）
	（　　　　　人）
	（　　　　　人）

	自　費
	
	

	（延患者数）
	（　　　　　人）
	（　　　　　人）

	その他
	
	

	医業外収益
	
	

	収　　益　　計（a）
	
	

	医業費用
	
	

	給与費
	
	

	材料費
	
	

	地代家賃
	
	

	リース料
	
	

	委託費
	
	

	手数料
	
	

	減価償却費
	
	

	その他　経費
	
	

	医業外費用
	
	

	費　　用　　計（b）
	
	

	当 期 純 利 益（a-b）
	
	


	1日平均患者数
	入院　社保等
	人
	人

	
	入院　自　費
	人
	人

	
	外来　社保等
	人
	人

	
	外来　自　費
	人
	人

	1人1日平均

診療単価
	入院　社保等
	円
	円

	
	入院　自　費
	円
	円

	
	外来　社保等
	円
	円

	
	外来　自　費
	円
	円

	診 療 日 数
	入　　　　院
	日
	日

	
	外　　　　来
	日
	日


（注）１　本表は税務申告の実績(見込み)に基づき直近の2か年分を作成すること。（直近の所得税青色申告決算書を添付すること。）

２　「医業収益」の「社保等」には、保険診療分を計上すること。

３　「医業収益」の「自費」には自費診療患者に係る収入分を計上すること。従って、この欄の対象者は保
険請求の対象とならない健康診断や交通事故等の患者に限られる。

なお、保険診療患者から実費を徴収する場合は、診療単価算出の便宜上この「自費」欄に計上するのではなく、「社保等」の欄に計上すること。

４　「医業収益」の「その他」には、文書料、薬ビン代等を計上すること。

５　「医業収益」の「（延患者数）」は、例えば同一月に同一患者が２回受診した場合2人と計上するものであること。

６　下表の「1日平均患者数」は、延患者数を診療日数で除したものを計上すること。

７　下表の「1人1日平均診療単価」は、収入額を延患者数で除したものを計上すること。
医療法人設立認可申請書チェックリスト
　必要書類の漏れがないか確認するとともに、確認に使用したチェックリストを申請書（原稿）と一緒に提出してください。
※確認欄の左列のチェックボックスを使用し、必要書類を確認してください。
	確認欄
	項目
	様式
	注意事項

	□
	□
	医療法人設立認可申請書
	１
	日付は空欄（本申請時に記入）

	□
	□
	定款
	２
	

	□
	□
	設立当初において医療法人に所属すべき財産の財産目録
	３
	

	□
	□
	設立財産目録の明細書
	４
	作成基準日

	□
	□
	
	預金残高証明書
	
	基準日現在の残高証明書（写しの場合は本申請時に要原本証明）

	□
	□
	
	振込通知書（社保・国保）（写し）
	
	直近２か月の診療分のみ拠出可（本申請時に要原本証明）
拠出をしない場合でも１か月分は原稿提出時に添付（本申請時は添付不要）

	□
	□
	
	医薬品等の明細
	
	基準日時点で作成

	□
	□
	
	減価償却一覧表
	
	作成基準日

	□
	□
	
	不動産鑑定評価書
	
	不動産を拠出する場合のみ添付（写しの場合は本申請時に要原本証明）

	□
	□
	
	現物拠出証明書
	
	総額500万円以上の現物拠出する場合のみ添付

	□
	□
	
	設立時の負債内訳書
	５
	作成基準日

	□
	□
	
	基金引受申込書
	６
	作成基準日

	□
	□
	
	負債残高証明及び債務引継承認願（買掛金引継承認願）
	７
	

	□
	□
	
	<借入に係るもの>
金銭消費貸借契約書（写し）
	
	金銭賃貸借契約書は本申請時に要原本証明

	□
	□
	
	返済計画書
	１５
	

	□
	□
	
	借入金使途の確認書
	
	

	□
	□
	
	<ファイナンス・リースに係るもの>
リース契約書（写し）
リース支払い予定表
	
	本申請時に要原本証明

	
	
	
	
	
	

	□
	□
	
	
	
	

	□
	□
	
	社員及び役員の名簿
	８
	

	□
	□
	
	医療法人設立総会議事録
	９
	

	□
	□
	
	医療法人設立趣意書
	９
別紙①
	

	□
	□
	
	開設しようとする病院(診療所)の概要
	１０
	

	□
	□
	
	周辺概略図
	
	最寄り駅等を表示

	□
	□
	
	公図
	
	原稿提出期限から３か月以内のもの（写しの場合は本申請時に要原本証明）

	□
	□
	
	敷地図
	
	

	□
	□
	
	建物平面図
	
	構造、出入口、各室の用途等を表示

	□
	□
	
	賃貸借契約書（写し）
	
	本申請時に要原本証明
※従来個人で契約している不動産を法人が引き続き賃借する場合、覚書が必要
※土地と建物の所有者が異なる場合、土地所有者の転貸承諾書が必要

	□
	□
	
	賃料計算書等
	
	固定資産税課税明細書を添付する場合、固定資産税課税明細書の写しは本申請時に要原本証明

	□
	□
	
	土地・建物登記事項証明書
	
	原稿提出期限から３か月以内のもの（一部は写しで可（本申請時に要原本証明））

	□
	□
	
	設立後2年間の事業計画
	１１
	

	□
	□
	
	設立後2年間の予算総括表
	１２
	初年度の予算は、作成基準日の翌日から始まり決算期末日までとする。

	□
	□
	
	設立後2年間の予算書
	１３
	

	□
	□
	
	職員給与費内訳書
	１４
	2年間分を作成

	□
	□
	
	履歴書
	１６
	設立総会の日付

	□
	□
	
	委任状
	１７
	

	□
	□
	
	役員就任承諾書
	１８
	設立総会の日付

	□
	□
	
	管理者就任承諾書
	１９
	設立総会の日付

	□
	□
	
	医師（歯科医師）免許証（写し）
	
	要原本証明

	□
	□
	
	医療法人設立認可申請に係る参考資料
	
	

	□
	□
	
	所得税青色申告決算書
	
	直近のもの

	□
	□
	
	開設届
	
	

	□
	□
	
	開設から現在までの毎月の収支が分かる資料
	
	基準日時点で2年間の実績がない場合のみ添付


※内容確認のために追加書類の提出をお願いすることがあります。
※預金残高証明書、登記事項証明書等の証明書類については、設立認可申請書原稿提出時はコピーを提出してください。
※医療法人設立認可申請概要書の提出については、別途連絡します。

医療法人設立認可申請概要書作成要領

	これは設立認可申請書の原稿提出と同時に提出する必要はありません。別途、医務課の指示に基づき、医療法人許認可部会開催時までに提出してください。


１　概要書は次の順序とすること。

（1） 医療法人設立認可申請概要書

（2） 社員及び役員の名簿（別添1）
（3） 
理事長の履歴書
（4） 設立当初において医療法人に所属すべき財産の財産目録（別添2）

（5） 設立後2年間の予算総括表（別添3）

（6） 職員給与費内訳書（別添4）

（7） 設立後2年間の予想貸借対照表（別添5）←病院及び介護老人保健施設を開設しようとする医療法人に限る。
２　１(1）の医療法人設立認可申請概要書は、以下の点に注意して作成すること。

〇 タイトル

「医科・歯科」の欄には、「医科」もしくは「歯科」の該当する方のみ記載すること。
〇 ３ 開設しようとする病院(診療所)の概要

設立認可申請書の「[様式10]開設しようとする病院(診療所)の概要」と同じ内容を記入すること。

〇 ４ 定款

定款の該当部分の文言をそのまま記入すること。

（基本財産の記入例）…　設立時賃借している建物の保証金

〇 ５ 社員及び役員
　・「社員及び役員の名簿（別添１）」及び「定款」に記載の人数と合わせること。

・理事数は理事長を含めた理事の総数を記入すること。

　
〇 ６ 設立時の財産状況

・「土地」及び「建物」の欄は、「現物拠出」、「一部拠出 一部賃借」、「賃借」のうちから該当するものを記入すること。

・建物のみを賃借する場合には、「土地」及びその右欄には「－」を記入すること。

・「医療用器械備品」の欄は、「現物拠出」、「一部拠出 一部リース」、「リース」のうちから該当するものを記入すること。

・一部拠出一部リースの場合、その右欄には、上部に「拠出者」、下部に「リース会社名」を記入すること。

・「2か月分相当の運転資金」の欄は、「財産目録」の「現金・預金」及び「医業未収金」の合計（千円未満切捨）を記入すること。
〇 その他注意事項
記入の必要のない欄については、「－」と記入すること。

３　１(2)～(7)の書類は、すでに作成した設立認可申請書の内容と合わせること。
４　１(6)の職員給与費内訳書は、次年度分のみ添付すること。

医療法人設立認可申請概要書（医科・歯科）

１　申請者の住所及び氏名

	住　　　所
	

	氏　　　名
	


２　法人の名称及び事務所の所在地

	ふりがな

名称
	医療法人

	所在地
	


３　開設しようとする診療所の概要

	名　　　称
	

	所　在　地
	

	診療科目
	

	病床数又は

ユニット数
	

	管理者氏名
	

	職　　　員　　　数
	職　種　別
	医師
	歯科医師
	薬剤師
	看護師
	准看護師
	助産師
	栄養士
	診療放射線技師
	診療Ｘ線技師
	臨床検査技師
	衛生検査技師
	理学療法士
	作業療法士
	視能訓練士
	歯科衛生士
	歯科技工士
	看護補助者
	事務員
	その他
	計

	
	常勤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	非常勤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建物
	延　　　　　　　㎡（うち診療所部分　　　　　　㎡）


４　定款

	基本財産
	

	会計年度
	毎年　　月　　日に始まり、翌年　　月　　日に終わる。

	役員構成
	理事　　人以上　　人以内（うち理事長１人）、監事　人

	その他
	愛知県モデル定款に準拠


５　社員及び役員

	社員数
	　　人
	役　　　員
	理　事　　人 ・ 監　事　　人

	社員及び役員の名簿
	別添１のとおり


６　設立時の財産状況

	土　　　地
	
	拠出者氏名又は

賃借の相手先
	

	建　　　物
	
	拠出者氏名又は

賃借の相手先
	

	医療用器械備品
	
	拠出者氏名又は

賃借の相手先
	

	２か月分相当

の運転資金
	　　　　　　千円
	必要とされる

運転資金の額
	　　　　　　　　千円

	純資産額
	　　　　　　　千円

	財産目録
	別添２のとおり


７　設立後２年間の予算書

	当期純利益

見込額
	第1年度
	　　　　　千円
	第2年度
	　　　　　千円

	予算書
	別添３及び別添４のとおり


社 員 及 び 役 員 の 名 簿

	役　職
	ふりがな

氏　　名
	生 年 月 日
	住　　　　　所
	職　業

（勤務先）
	拠　出　額
	理事長との関係

	理事長

(社員)
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	本　人

	理　事

(社員)
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	理　事

(社員)
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	社　員
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	監　事
	
	年   月   日
	
	
	現金・現物

円
	

	合　計
	　　人

(社員　人)
	－
	－
	－
	円
	－



履　　歴　　書

	現住所
	

	氏名
	

	生年月日
	

	学歴
	（概ね高校以上）

（医師(歯科医師)については医籍登録番号及び登録年月日を記載すること。）

	職歴
	（医療機関名だけでなく従事した診療科名まで詳細に記載すること）

（麻酔科を標榜している場合には、厚生労働大臣の標榜許可書の許可年月日及び許可番号を記載すること。）

（できるだけ詳細に記入し、開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務する場合は、その法人名及び役職についても記入すること。）

	賞罰
	（ない場合は、
　なし
医療法第46条の5第5項の規定に抵触しない　　　 と記載すること。）




以上のとおり相違ありません。

令和   年   月   日

氏　　名
(注) １　設立者となるべき者のみ作成すること。

　　 ２　設立者となるべき者については、賞罰の欄に、「医療法第46条の5第5項の規定に抵触しない」旨を記入すること。

　　 ３　開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務する場合は、兼務する営利法人等の規模が確認できる書類（役員名簿等）を添付すること。

設立当初において医療法人に所属すべき財産の財産目録

（令和   年   月   日現在）

	１．
	資　産　額
	円

	２．
	負　債　額
	円

	３．
	純資産額
	円


（内　訳）

	科　　　　　　目
	金　　額（単位：円）

	Ａ．流　動　資　産
	
	

	現金・預金
	
	

	医業未収金
	
	

	医薬品
	
	

	貯蔵品(医薬品以外の消耗品、医療材料等)
	
	

	その他の流動資産
	
	

	Ｂ．固　定　資　産
	
	

	１　有形固定資産
	
	

	土　　　地
	
	

	建　　　物
	
	

	医療用器械備品
	
	

	車輌船舶
	
	

	その他の有形固定資産
	
	

	２　無形固定資産
	
	

	借地権
	
	

	その他の無形固定資産
	
	

	３　その他の資産
	
	

	保証金(土地・建物)
	
	

	Ｃ．資　産　合　計
	（Ａ＋Ｂ）
	

	Ｄ．負　債　合　計
	
	

	Ｅ．純　　資　　産
	（Ｃ－Ｄ）
	

	自 己 資 本 比 率
	（Ｅ／Ｃ）
	



設立後2年間の予算総括表

	1　損益の状況
	単位：千円

	科　　　　　目
	初　年　度
	次　年　度

	
	(R  .  .  ～R  .  .  )
	(R  .  .  ～R  .  .  )

	
	入院収益
	
	
	％
	
	
	％

	
	外来収益
	
	
	％
	
	
	％

	
	その他の収益
	
	
	％
	
	
	％

	Ａ
	医業収益　計
	
	
	100.0 
	％
	
	100.0 
	％

	
	　給与費・役員報酬
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	材料費
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	消耗品費
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	賃借料・リース料
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	委託費（歯科技工委託含む）
	
	
	％
	
	
	％

	
	減価償却費
	
	
	
	％
	
	
	％

	
	その他
	
	
	
	％
	
	
	％

	Ｂ
	医業費用　計
	
	
	％
	
	
	％

	Ｃ
	医業利益
	A-B
	
	
	％
	
	
	％

	Ｄ
	医業外収益
	
	
	％
	
	
	％

	Ｅ
	医業外費用
	
	
	％
	
	
	％

	Ｆ
	経常利益
	C+D-E
	
	
	％
	
	
	％

	Ｇ
	特別利益
	
	
	％
	
	
	％

	Ｈ
	特別損失
	
	
	％
	
	
	％

	Ｉ
	税引前当期純利益　　F+G-H
	
	
	％
	
	
	％

	Ｊ
	法人税等
	
	
	％
	
	
	％

	Ｋ
	当期純利益　　Ｉ-Ｊ
	
	
	％
	
	
	％


	2　資金の状況
	
	単位：千円

	
	拠出金
	
	
	

	
	前年度繰越金
	
	

	
	借入金
	
	
	

	
	医業収益  A
	
	

	
	医業外収益等  D+G
	
	

	Ｌ
	収入　計
	
	
	

	
	施設整備費
	
	

	
	借入金元本返済
	
	

	
	医業費用  B
	
	

	
	医業外費用  E+H
	
	

	
	法人税等  J
	
	

	
	（△）減価償却費
	
	

	Ｍ
	支出　計
	
	
	

	
	翌年度繰越金  L-M
	
	


	3　患者数、診療単価等

	　
	入院　　社保等
	
	　人
	
	　人

	1日想定患者数
	入院　　自費
	
	　人
	
	　人

	
	外来　　社保等
	
	　人
	
	　人

	　
	外来　　自費
	
	　人
	
	　人

	　
	入院　　社保等
	
	　円
	
	　円

	1人1日
	入院　　自費
	
	　円
	
	　円

	想定診療単価
	外来　　社保等
	
	　円
	
	　円

	　
	外来　　自費
	
	　円
	
	　円

	賃借料
	診療所（病院）
	
	千円
	
	千円

	（1月当り）
	その他（　　　）
	
	千円
	
	千円


※　予算期間を3年とする場合は、3年目を追加すること。


職 員 給 与 費 内 訳 書

(単位:千円)

	職　　種
	常　勤(人)
	1人当たり

月額給与
	月　額

給与計
	年　額

給与計
	年間賞与
	年間計

	
	非常勤(人)
	
	
	
	
	

	
	　計　(人)
	
	
	
	
	

	医師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	看護師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	准看護師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	薬剤師
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	事務員
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	

	合計
	　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	　計　
	
	
	
	
	


※臨床検査技師等必要に応じて行を追加してください。
【役員報酬】　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)
　　　　　　　
	
	人　数
	月　額
	年　額

	理事長
	1
	
	

	理事
	
	
	

	監事
	
	
	

	計
	
	
	


	法定福利費
	千円

	給与費・役員報酬
	千円


設立後2年間の予想貸借対照表(病院及び老人保健施設)

	資　　　　産
	負 債 及 び 資 本

	科　　目
	　年度末

(　年　月　日)
	　年度末

(　年　月　日)
	科　　目
	　年度末

(　年　月　日)
	　年度末

(　年　月　日)

	Ⅰ　流動資産
	
	
	Ⅰ　流動負債
	
	

	現金・預金
	
	
	買掛金
	
	

	医業未収金
	
	
	未払金
	
	

	医薬品
	
	
	従業員預金
	
	

	給食用材料
	
	
	未払法人税等
	
	

	貯蔵品
	
	
	その他
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	Ⅱ　固定資産
	
	
	Ⅱ　固定負債
	
	

	１　有形固定資産
	
	
	長期借入金
	
	

	土地
	
	
	その他
	
	

	建物・付属設備
	
	
	
	
	

	医療用器械備品
	
	
	負 債 合 計
	
	

	車輌船舶
	
	
	Ⅰ　基　　金
	
	

	その他
	
	
	Ⅱ　積立金
	
	

	２　無形固定資産
	
	
	代替基金
	
	

	借地権
	
	
	○○積立金
	
	

	その他
	
	
	　　繰越利益積立金
	
	

	３　その他の資産
	
	
	Ⅲ　評価・換算差額等
	
	

	保証金
	
	
	
	
	

	
	
	
	純 資 産 合 計
	
	

	資 産 合 計
	
	
	負債及び純資産合計
	
	


※　病院及び老人保健施設を開設する医療法人は、本資料を作成すること。

　　また、事業計画及び予算の期間が3年になる場合、本資料についても3年分必要になる。

［様式20］

令和   年   月   日

愛知県知事殿

	事務所の所在地
	

	電　　話
	

	名　　称
	

	理 事 長
	


医療法人設立登記完了届

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で認可された本法人の設立登記は、令和　　年　　月　　日に完了したので、医療法施行令第5条の12の規定により届出します。

（添付書類）

１．履歴事項証明書（登記簿謄本）
注）１．設立登記の謄本のほか拠出を受けた不動産の所有権移転登記の謄本も添付してください。

２．提出部数は正本1部です。

３．設立登記が完了した場合には、遅滞なく設立登記完了届を愛知県知事に提出することが必要です。

（建物等不動産賃貸借契約を引き継ぐ場合の覚書の例）


覚　　　　　　　書

〈記入例〉

　貸主○○（以下「甲」という。）と、借主○○（以下「乙」という。）は、甲乙間で締結した令和○○年○○月○○日付け○○契約書（以下、「本契約」という。）の内容に関し下記のとおり取り決めた。

記

一、甲は、乙が代表を務める「医療法人○○（設立代表者○○　自宅住所）（以下、「丙」という。）」の設立に伴い、本契約のおける借主乙の地位を丙が継承することを承諾する。
二、丙への継承時期は、愛知県知事の医療法人設立認可後、診療所開設日からとする。また、当該日をもって、丙の表示は「医療法人○○」（理事長○○　法人住所）」と読み替えるものとする。

三　賃貸借契約期間は、愛知県知事の医療法人の設立認可後、診療所開設日から１０年間とする。
本覚書の成立を証するため本書3通を作成し、当事者各１通を所持する。
　　　　令和　　年　　月　　日

甲　　住　所

　　　氏　名
乙　　住　所（自宅の住所）

　　　氏　名
丙　　住　所（自宅の住所）

　　　医療法人○○

　　　　設立代表者


転貸承諾書
　賃貸人（甲）住所
　　　　　　　氏名　　　　　　　　殿
賃借人　（乙）住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
　私が賃借している下記の不動産の全部（一部）を、下記（２）の者に転貸したいので、承諾してくださいますようお願いします。
記
（１）建物の表示
　　　所在地
　　　構　造
　　　床面積
（２）転借人（丙）
　　　住　所　（自宅の住所）
　　　氏　名　医療法人　　　○○
　　　　　　　設立代表者　　△△
特約条項
　本承諾書は、愛知県知事の医療法人の設立認可後、診療所開設日をもって発効するものとし、転借人（丙）の表示は、医療法人○○理事長△△（法人の住所）と読み替えるものとする。
承諾書
上記について承諾いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賃貸人（甲）
住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

借入金使途確認書
　当行と　　　　　　　     　（現住所：　　　　　　　　　　　　　　　）との間に締結した令和　　年  月　日付金銭消費貸借証書による融資金　　　　　　　〇〇〇〇円也のうち〇〇〇〇円也を、下記資産取得費用に充てていることを、　　　　　　　　〇〇〇〇より固定資産台帳を用いた説明を受け確認しました。
　
	Ｎｏ
	取得日
	購入先
	内容
	金額（単位：円）

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	


	　上記の件、確認しました。


　 令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関名
　　　　　　　　　　　　　　  　　 代表者（支店長名でも可）
日付は空欄で可


(本申請時に記入)





医療法人設立代表者の自宅の住所、電話番号を記載すること。





・設立認可申請時に理事が3人以上である医療法人は　　部分の記載は不要。


（一人医師医療法人の場合のみ、（　　）書きを記載すること。）


・診療所を1か所のみ開設する医療法人で理事を3人未満とする場合でも、その最低数は2人であることに注意すること。（この場合も社員は3人必要）





・設立しようとする医療法人の名称を記載する。


・定款第1条に掲げる医療法人の名称と一致すること。


・既存の医療法人と重複する名称は、原則として使用不可。





・設立しようとする医療法人が設置する主たる事務所の住所及び電話番号を記載する。


・住所は定款第2条に掲げる住所と一致すること。


　（ビル等へテナントの形で入居する場合は、ビル名・階数も記載すること。）





・設立しようとする医療法人が開設する診療所の名称及び開設場所の住所を記載する。


・診療所の名称及び開設場所の住所は、定款第4条に掲げる診療所の名称及び住所と一致すること。


　（ビル等へテナントの形で入居する場合は、ビル名・階数も記載すること。）





記　載　例





小数点第２位を切り捨てる。


77.93→77.9





※　契約書の金額と一致させること。


　　なお、保証金は２ヶ月分以上が必要。








記　載　例





※　科目の順序は、財産目録に合わせること。


※　必要に応じて科目を追加すること














※　本様式は、500万円以上の現物拠出する場合のみ添付。
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記　載　例





記　載　例





※　基準日を記入





※　現金･預金と未収金の合計額





※　負債を差引きした後の額を記載





※　契約書の金額と一致させること。


　　なお、保証金は２ヶ月分以上が必要。








※　上記種別の順序は、財産目録の順序と合わせること。


また、内容に応じて、科目を加除して差し支えない。





記　載　例





記　載　例





記　載　例





※　理事３人で診療所を1か所のみ開設する医療法人の記入例





≪注意点≫


○　役職欄は、社員であり役員である場合は役職名と（社員）を2段書きとする。


○　氏名には、ふりがなを振る。


○　職業は、診療所の名称や勤務先とともに、具体的に、（　）書きする。


○　現金及び現物を拠出する者は、拠出額欄に「現金・現物」と、現金又は預金のみの場合は「現金」と記入する。


また、現物拠出の際の金額は、負債額を除いた純資産額を記入する。


○　拠出がない者は｢拠出額｣欄は「なし」と記入する。





※　無床の場合は、「無床」とする。


※　療養病床を有している場合は、


「○○床（うち療養病床○床）」と記入。


※　歯科診療所は「歯科ユニット数　○台」とする。





※　歯科診療所は「歯科医師」数とすること。





※　設立総会開催年月日とすること。


（＝基準日の日付となる。）





名称は定款第4条に合わせる





名古屋市内、豊橋市内、岡崎市内、豊田市内の場合は、それぞれ「名古屋市○○保健センター」、｢豊橋市保健所｣｢岡崎市保健所｣「一宮市保健所」｢豊田市保健所｣と記載する。





許可病床がない場合は｢無床｣と記載する。


歯科診療は｢歯科ユニット数｣を記載する。





※　職員数（常勤、非常勤）は


様式14職員給与内訳と一致すること。


※　職種は必要に応じて適宜変更すること。





ビル等へテナントとして入居している場合は「－㎡」と記入すること。





ビル等へﾃﾅﾝﾄとして入所している場合は建物全体の延べ床面積とする。





※周辺図、敷地図及び建物平面図を添付のこと。





他の部分は、居宅、倉庫、賃貸住宅等記入すること。





※　常勤の医師･歯科医師は「診察日・診察時間に同じ」と記載する。


※　医師数(又は歯科医師数)が多数いる場合は「別紙」とし、勤務表を添付してもよい。





［様式12］





記　載　例





※　1年度の予算は、作成基準日の翌日から始まり決算期末日までとなるため1年に満たないこともある。





※　職員給与内訳書(様式14)と一致すること。





※　各費目の対医業収益比率。小数点以下第2位を四捨五入する。





※　拠出金には、財産目録における「現金・預金」と「医業未収金」の合計金額を記入する。この額が、初年度における2月分の運転資金を上回ることが求められる








※　「1　損益の状況」で減価償却費を計上した場合、ここで戻入を行い、支出から控除する。





※　一致すること。





※　患者数、想定診療単価は実績によること。





※　駐車場代やリース料等内容を記載し計上する。





※　診療所(病院)の土地及び建物の賃料。





記　載　例





記　載　例





外来（入院）患者の見込数と一致させる。





記　載　例





外来（入院）患者の見込数と一致させる。
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記　載　例





※　支出一覧の「給与費」、


「役員報酬」、「法定福利費」と一致させる。





※　千円単位で記載すること。


※　給与を改定しない（同額）場合でも、２か年分を作成すること。





記　載　例





※　支出一覧の「給与費」、


「役員報酬」、「法定福利費」と一致させる。





※　千円単位で記載すること。


※　給与を改定しない（同額）場合でも、２か年分を作成すること。





（千円未満切上）





×２ヶ月分





　記載時の注意事項


※複数の標榜科がある場合には、診療科目ごとの患者比率（○科○%､×科×%､･･･）、中心となる診療科目を患者の特性（高齢者が多い など。）とともに記載。その他保険診療に関し、透析など個別の診療内容があれば具体的に記載すること。


※自由診療について、「予防接種」、「健康診断」などの内容とともに、患者の割合を記載すること。また、その他の自由診療について、「美容整形」や「歯科矯正」など具体的な診療内容があれば詳細に記載すること。





≪その他の注意点≫


設立認可申請書の原稿締切日は必ず厳守のこと。


締切日経過後に原稿を提出した場合、その回の書類審査対象に含めず、次回以降の審査とします。


提出書類に不足がある場合や必要事項に記入漏れが多いなど不備な申請は受け付けないことがあります。





別添1





別添2





別添3





別添4





別添5
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（作成上の注意）


１．下記の２つの要素を満たすものであれば、「不動産賃貸借契約引継承認書」等その様式、


形態を問わないこと。


・賃貸人を個人から法人に引き継ぐための「読替の特約」


・長期間（10年間以上）にわたり賃貸借契約を継続することの保証


２．貸主が複数である場合には、甲欄を連名で作成するか、貸主ごとに作成するかいずれかの方法で構わないこと。


３．改めて賃貸借不動産契約を締結する場合は、上記１の２つの要素を満たし、設立代表者として契約を締結すること。
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